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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 83,343 77,852 94,833 108,251 89,412

経常利益（又は経常損

失△）
(百万円) △805 899 581 878 △6,619

当期純利益（又は当期

純損失△）
(百万円) △13,100 2,192 418 588 △17,640

純資産額 (百万円) 21,517 26,516 30,109 27,863 6,645

総資産額 (百万円) 98,026 103,339 121,584 113,782 81,693

１株当たり純資産額 （円） 110.84 136.61 136.94 126.17 28.80

１株当たり当期純利益

（又は１株当たり当期

純損失△）

（円） △67.47 11.29 1.98 2.72 △81.57

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 22.0 25.6 24.4 24.0 7.6

自己資本利益率 （％） △46.1 9.1 1.5 2.1 △105.3

株価収益率 （倍） － 21.2 95.3 52.1 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,195 1,050 △7,757 1,466 △141

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 237 5,584 △4,487 △869 △2,637

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △521 △5,713 13,567 △1,824 3,074

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 4,740 5,793 7,140 5,961 6,186

従業員数

（外、平均臨時従業員数）
（人）

2,981

(453)

3,303

(779)

5,381

(1,151)

5,308

(1,232)

4,354

(515)

（注）１．売上高には消費税等を含めていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。

３．従業員数は就業人員数を表示している。なお、平成18年３月期における従業員数（臨時従業員を除く）が前

期末に比し322名増加および平成19年３月期における従業員数（臨時従業員を除く）が前期末に比し2,078

名増加したのは、子会社における事業拡充に伴う人員の増加等によるものである。また、平成21年３月期にお

ける従業員数（臨時従業員を除く）が前期末に比し954名減少したのは、電装部品事業の構造改革施策に伴

い、海外生産子会社において人員削減を実施したこと等によるものである。

４．第145期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 64,595 67,519 84,055 97,993 80,291

経常利益（又は経常損

失△）
(百万円) 723 1,759 1,621 1,255 △4,994

当期純利益（又は当期

純損失△）
(百万円) △13,507 1,608 744 792 △19,506

資本金 (百万円) 17,278 17,278 19,278 19,278 19,278

発行済株式総数 （千株） 194,273 194,273 216,495 216,495 216,495

純資産額 (百万円) 21,064 25,298 28,674 26,497 4,625

総資産額 (百万円) 77,133 93,743 113,187 107,561 73,861

１株当たり純資産額 （円） 108.48 130.30 132.54 122.49 21.39

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間

配当額）

（円）
－

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益

（又は１株当たり当期

純損失△）

（円） △69.55 8.28 3.53 3.66 △90.18

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 27.3 27.0 25.3 24.6 6.3

自己資本利益率 （％） △48.0 6.9 2.8 2.9 △125.3

株価収益率 （倍） － 28.8 53.5 38.8 －

配当性向 （％） － 24.1 56.7 54.6 －

従業員数 （人） 552 991 980 1,256 1,294

（注）１．売上高には消費税等を含めていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。

３．従業員数は就業人員数を表示している。なお、平成18年３月期における従業員数が前期末に比し439名増加し

たのは、子会社を当社に吸収合併したこと等によるものである。また、平成20年３月期における従業員数が前

期末に比し276名増加したのは、子会社を当社に吸収合併したことおよび子会社の事業の一部を当社が譲り

受けたこと等によるものである。
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２【沿革】
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３【事業の内容】

　当社および当社の関係会社（当社および子会社28社、関連会社11社）においては、ケーブル事業、電装・光部品事業、

機器部品事業、先端製品事業の４部門に関係する事業を主として行っており、各事業における当社および関係会社の

位置付け等は次のとおりである。

なお、次の４部門は「第５　経理の状況１(１)連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一である。

（ケーブル事業）

当部門においては、情報通信用電線・ケーブル、光ファイバ、情報通信用機器、電力用電線・ケーブル、送・配電用機

器、制御用機器、電気用品、測定機器類その他精密機械器具、防火・防災・安全に関する設備機器の製造ならびに販売

を行っている。また、電気通信工事、電気工事の設計、施工、監理および保全も行っている。

なお、当社が製造している電線・ケーブルの主要材料である銅の供給元として、当社のその他の関係会社である三

菱マテリアル㈱がある。

〈主な関係会社〉

（連結子会社）

花伊電線㈱、菱星尼崎電線㈱、菱星エンジニアリング㈱（注２）、菱星工業㈱（注２）、菱星運輸㈱（注３）、三菱

電線工業販売㈱、菱星電設㈱（注４）、菱星通信システム㈱（注４）

（持分法適用会社）

㈱エクシム、㈱フジクラ・ダイヤケーブル、倉茂電工㈱、三新電線㈱、日本ドラム工業㈱、大昌通信建設㈱

（電装・光部品事業）

　当部門においては、自動車用ハーネス、ガスケットその他自動車用部品、電子機器、電子デバイス、測定機器類の製造

ならびに販売を行っている。

〈主な関係会社〉

（連結子会社）

菱星テクノパーツ㈱、㈱ダイヤレックス、㈱アザミ精工、㈱山形レックス、三菱電線工業販売㈱、大連菱星汽車配件

有限公司、上海菱秀商貿有限公司 

P.T. DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA

MCI & TSH CO.,LTD.

MITSUBISHI CABLE AMERICA,INC.

（持分法適用会社）

日本ラインツ㈱、P.T. MCI PRIMA GASKET

（機器部品事業）

当部門においては、ゴム製品、合成樹脂製品その他化学製品、金属シール等金属加工品の製造ならびに販売を行って

いる。

〈主な関係会社〉

（連結子会社）

三菱電線工業販売㈱、大連菱星汽車配件有限公司、MITSUBISHI CABLE AMERICA,INC.

（先端製品事業）

当部門においては、床暖房装置、融雪装置その他蓄熱材料応用製品およびリチウム電池のアフターサービスを行っ

ている。また、床暖房、ロードヒーティングの工事の設計、施工、監理および保全も行っている。

〈主な関係会社〉

（連結子会社）

㈱菱星テクノシステム（注４）、㈱ダイヤレッド（注５）、ダイヤセルテック㈱

（注）１．平成20年４月１日付で菱星非鉄センター㈱を当社に吸収合併した。

２．平成21年４月１日付で菱星工業㈱は、菱星エンジニアリング㈱、菱星ビジネスシステム㈱の両社を吸収合併

し、これと同時に商号を菱星機工㈱に変更した。

３．平成21年４月１日付で菱星運輸㈱は、商号を菱星物流㈱に変更した。 

４．平成21年４月１日付で菱星電設㈱は、菱星通信システム㈱、㈱菱星テクノシステムの両社を吸収合併し、これ

と同時に商号を菱星システム㈱に変更した。 

５．平成20年11月27日付で㈱ダイヤレッドは解散し、平成21年４月７日付で清算を結了した。
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＜事業系統図＞
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
（注１）

議決権の所有
割合（％）

関係内容

花伊電線㈱ 山梨県西八代郡 50 ケーブル事業 100

当社電線・ケーブル製品

を製造している。

役員の兼任あり。

菱星尼崎電線㈱ 兵庫県尼崎市 30 ケーブル事業 100

当社電線・ケーブル製品

を製造している。

役員の兼任あり。 

三菱電線工業販売㈱ 東京都千代田区 200

ケーブル事業

電装・光部品事

業

機器部品事業

100

当社電線・ケーブル製品、

自動車用部品、光応用製品

およびシール製品を販売

している。

役員の兼任あり。

菱星工業㈱ 埼玉県熊谷市 20 ケーブル事業 100

当社電線・ケーブル用付

属品の製造、当社設備の整

備を行っている。

菱星運輸㈱ 埼玉県熊谷市 30 ケーブル事業 81.0

当社電線・ケーブル製品

の輸送を行っている。

役員の兼任あり。

菱星電設㈱ 兵庫県尼崎市 100ケーブル事業 100

当社受注の電力工事を下

請け施工している。

役員の兼任あり。 

菱星通信システム㈱ 東京都墨田区 100ケーブル事業 100

当社受注の通信工事を下

請け施工している。

役員の兼任あり。

資金援助あり。 

P.T. DIA ELECTRO

CIRCUIT SYSTEMS  

INDONESIA

インドネシア

ジャカルタ

千ＵＳドル

13,000

電装・光部品事

業
97.1

当社自動車用ハーネス製

品を製造している。

役員の兼任あり。

資金援助あり。

大連菱星汽車配件有

限公司

（注２） 

中国遼寧省大連

市

千ＵＳドル

81,400

電装・光部品事

業

機器部品事業

100

当社自動車用ハーネス製

品および部品ならびに

シール製品を製造してい

る。

当社からの技術援助契約

を締結している。

役員の兼任あり。

資金援助あり。

MCI & TSH CO.,LTD.

タイ

サムットプラカ

ン

千バーツ

212,000

電装・光部品事

業
51.0

当社からの技術援助契約

を締結している。

役員の兼任あり。

㈱菱星テクノシステ

ム
札幌市中央区 100先端製品事業 100

当社からの技術援助契約

を締結している。

役員の兼任あり。

資金援助あり。

その他　　　9社            

（注）１．主要な事業内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

　　　２．特定子会社に該当している。
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(2）持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
 （注１）

議決権の所有
割合（％）

関係内容

㈱エクシム 東京都港区 4,000ケーブル事業 40.0

当社より電線製造設備を

賃借している。

当社より電線用材料を購

入している。

当社電線・ケーブル製品

を製造している。

役員の兼任あり。

資金援助あり。

㈱フジクラ・ダイヤ

ケーブル（注２）
東京都中央区 400ケーブル事業 30.0

当社電線・ケーブル製品

を販売している。

役員の兼任あり。

倉茂電工㈱ 福井県越前市 100ケーブル事業 25.0

当社電線・ケーブル製品

を製造している。

役員の兼任あり。

三新電線㈱ 愛知県岡崎市 27 ケーブル事業 25.0
当社より電線用材料を購

入している。

日本ドラム工業㈱ 川崎市川崎区 10 ケーブル事業 40.0
当社製品用電線巻枠を製

造している。

大昌通信建設㈱ 神戸市東灘区 120ケーブル事業 20.0
当社受注の通信工事を下

請け施工している。

日本ラインツ㈱ 神奈川県大和市 320
電装・光部品事

業
46.3

当社自動車用ガスケット

製品を製造している。

役員の兼任あり。

その他　　　1社            

（注）１．主要な事業内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

　　　２．債務超過会社で債務超過の額は、平成21年３月末時点で2,211百万円となっている。 

(3）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所
有割合（％）
（注２）

関係内容

三菱マテリアル㈱

（注１）
東京都千代田区 119,457

セメント事業

銅事業

加工事業

アルミ事業

電子材料事業

36.9

（0.2)

当社主要材料の銅荒引線

を製造している。

役員の兼任あり。

（注）１．有価証券報告書を提出している。

２．議決権の被所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ケーブル事業 898 (261) 

電装・光部品事業 2,762(203) 

機器部品事業 436 (28) 

先端製品事業 32 (10) 

全社（共通） 226 (13) 

合計 4,354(515) 

（注）１．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。

２．従業員数には出向受入者を含み、臨時従業員は年間の平均人員を（　）内に外数で記載している。

３．従業員数（臨時従業員を除く）が前期末に比し954名減少したのは、電装部品事業の構造改革施策に伴い、海

外生産子会社において人員削減を実施したこと等によるものである。 

 

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,294 41.8 18.9 5,586,880

（注）１．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。

２．従業員数、平均年齢、平均勤続年数には出向受入者を含み、臨時従業員は含まない。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループにおいては、当社の労働組合として三菱電線工業労働組合が全日本電線関連産業労働組合連合会

（日本労働組合総連合会に所属）に加盟しているほか、グループ各社においても適宜労働組合が結成され、関係上

部団体に加盟する等している。

　労使間の問題は平和裡に決定され、労使関係は極めて円滑に運営されている。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の景気動向は、昨年９月以降の米国に端を発した金融危機が世界経済に波及したことにより国内

外の需要が急激に落ち込み、企業の設備投資の抑制や生産・雇用の調整が進んだことから、国内経済が急速に悪化

した。

　このような情勢下、当社としては、外部環境の急激な悪化に対応すべく、生産体制や投資計画の見直し、固定費の大

幅な圧縮等を実行するとともに、当社グループ全体の効率化を図るために子会社の再編・統合を進めた。特に収益

悪化の要因となった電装部品事業について、国内の生産拠点を集約・再編したほか、国内外において人員削減を行

うなど、抜本的な構造改革を実施した。　

さらに、社会のニーズに対応した新技術の開発、新製品の拡販にも注力し、収益の確保に注力した。

しかしながら、当連結会計年度は、自動車産業および半導体関連産業の不振や、民間設備投資の抑制の影響に加

え、銅価格の下落に伴う製品販売価格の低下の影響もあり、当連結会計年度の売上高は894億12百万円（前年度比

17.4％減）となった。

　損益面については、上記のとおりコスト削減等の諸施策を実施したものの、とりわけ下期における売上高の急激な

減少の影響が極めて大きく、営業損失は47億６百万円（前年度は営業利益13億40百万円）、経常損失は持分法適用

関連会社の業績の悪化に伴い持分法による投資損失14億79百万円を計上したことなどにより66億19百万円（前年

度は経常利益８億78百万円）となった。さらに、特別損失として減損損失等65億93百万円を計上したほか、将来の利

益計画の見直しも含めて繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結果、繰延税金資産43億99百万円を取り崩し

て法人税等調整額に計上した。

以上の結果、当連結会計年度の当期純損失は176億40百万円（前年度は当期純利益５億88百万円）となった。

 

（ケーブル事業）

　ケーブル事業は、携帯電話事業者の積極的な設備投資により携帯電話基地局向けの高周波ケーブルの売上げが増

加した。しかしながら、建設用電線の売上げが景気後退に伴う需要の伸び悩みや銅価下落に伴う製品の販売価格の

低下により減少し、また、光ファイバケーブルについても、国内需要の低迷により売上げが減少した。この結果、ケー

ブル事業の売上高は458億42百万円（前年度比16.0％減）、営業利益は１億92百万円（前年度比93.0％減）となっ

た。

（電装・光部品事業）

　電装・光部品事業は、世界的な自動車産業の減産の影響により、自動車用ハーネス、電子部品ともに売上げが減少

した。また、半導体関連産業向けの光部品の売上げも減少した。この結果、電装・光部品事業の売上高は314億15百万

円（前年度比20.3％減）、営業損失は55億62百万円（前年度は営業損失24億44百万円）となった。

（機器部品事業）

　機器部品事業は、景気の落ち込みによる企業の設備投資抑制の影響を受け、主力製品であるＯリング等シール製品

の売上げが半導体関連産業および油空圧関連産業向けを中心に減少したうえ、自動車用部品の売上げも減少した。

また、デジタル家電の販売減少の影響を受け、極細平角線（商品名：ＭＥＸＣＥＬ）の売上げも減少した。この結

果、機器部品事業の売上高は121億93百万円（前年度比15.4％減）、営業利益は７億12百万円（前年度比58.8％減）

となった。

（先端製品事業）

　先端製品事業は、床暖房システムやロードヒーティングの売上げが需要の低迷と競争激化に伴う販売価格の下落

により減少した。また、前連結会計年度末日をもって近紫外ＬＥＤ事業を事業譲渡したこともあり、先端製品事業の

売上高は11億47百万円（前年度比15.4％減）、営業損失は56百万円（前年度は営業損失６億86百万円）となった。

（注）１．当有価証券報告書の売上高等には消費税等を含めていない。以下についても同様である。

２．上記ケーブル事業、電装・光部品事業、機器部品事業および先端製品事業の売上高には、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めている。
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(2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは１億41百万円の支出（前連結会計年度は14億66百

万円の収入）となった。主な要因は、売上債権の減少による資金の増加が133億71百万円、たな卸資産の減少による

資金の増加が32億40百万円あったものの、税金等調整前当期純損失が130億６百万円となったこと、仕入債務の減少

による資金の減少が107億43百万円あったこと等による。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは26億37百万円の支出（前連結会計年度は８億69百万円の支出）となった。

主な要因は、有形固定資産の売却による収入が37億69百万円あったものの、有形固定資産の売却のための土壌改良

支出が38億99百万円、有形固定資産の取得による支出が23億２百万円あったこと等による。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは30億74百万円の収入（前連結会計年度は18億24百万円の支出）となった。

主な要因は、長期借入金の返済による支出が32億98百万円あったものの、長期借入れによる収入が60億24百万円

あったこと等による。

　以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、61億86百万円（前連結会計年度は59億61百万円）

となり、前連結会計年度末に比べ２億25百万円の増加となった。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ケーブル事業（百万円） 34,734 △22.5

電装・光部品事業（百万円） 28,168 △23.7

機器部品事業（百万円） 10,814 △14.4

先端製品事業（百万円） 1,145 △0.5

合計（百万円） 74,863 △21.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．生産金額は、製品の大半が受注生産であるので受注価格によっているが、一部見越品については販売標準価

格によって算出した。

(2）受注実績

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

受注高
（百万円）

前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

ケーブル事業 43,158 △19.4 5,270 △22.3

電装・光部品事業 31,341 △20.1 316 △16.7

機器部品事業 11,462 △20.9 1,511 △32.6

先端製品事業 937 △19.7 256 △44.7

合計 86,898 △19.9 7,354 △25.5

（注）セグメント間の取引については相殺消去している。
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(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ケーブル事業（百万円） 44,669 △15.8

電装・光部品事業（百万円） 31,404 △20.4

機器部品事業（百万円） 12,193 △15.4

先端製品事業（百万円） 1,144 △15.4

合計（百万円） 89,412 △17.4

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

である。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三菱自動車工業㈱ 18,452 17.0 13,653 15.3

㈱フジクラ・ダイヤケーブル 16,256 15.0 12,348 13.8

３【対処すべき課題】

①当社グループの課題

　当社グループでは、徹底的な固定費の削減等の諸施策を速やかに実施し、業績の回復に注力していく。

　また、社会のニーズや市場動向を見据えながら、将来にわたる収益基盤強化のため、次のとおり、既存事業の「選択

と集中」を推進するとともに、環境関連製品、次世代情報通信関連製品、高機能製品といった成長分野での事業展開

を強化して収益の安定化を図っていく。

　まず、ケーブル事業については、電力用電線需要の回復見通しが極めて不透明な状況の中、積極的な営業活動を展

開して販路の拡大に努めるとともに、太陽光発電関連部品、高速鉄道向け特殊電線類、次世代携帯電話規格用高周波

ケーブル、特殊光ファイバ局内ケーブル（商品名：ＴＯＵＧＨＢＥＮＤ）等の新製品の早期の市場投入を図ってい

く。

　次に、電装・光部品事業については、自動車メーカーの大幅な減産に対応するため、国内外の事業体制の抜本的な

見直しを行い、機動力ある効率的な生産拠点の再構築を実施していく。また、光部品においては、トップハット型

レーザガイド、医療用レーザガイドおよびデジタル家電用光部品等、当社の技術力を生かした製品の開発・市場投

入を促進し、国内外市場での新規顧客の獲得に注力していく。

　さらに、機器部品事業については、航空・宇宙産業用や半導体産業向けの高品質シール製品の販売促進に努めると

ともに、製品の更なる高機能化を進め、民間航空機分野や民生部品分野等の新規市場の開拓を図っていく。また、耐

熱性に優れた極細平角線（商品名：ＭＥＸＣＥＬ）等、社会的ニーズのある製品の拡販に努めていく。

 

②内部統制の強化

　去る平成21年１月29日に、当社の持分法適用関連会社である㈱エクシムが、高圧電力ケーブルに関してカルテルを

行った疑いがあるとして公正取引委員会の立入検査を受けた。これを受けて当社は、同社に対し事実関係の把握に

努めることおよび公正取引委員会の検査に全面協力して適切な対応を取ることを要請している。

　当社グループとしては、本件のような事態を厳粛に受け止め、当社グループ役職員におけるコンプライアンスの徹

底のみならず内部監査体制の一層の充実を図り、法令遵守体制および不正防止の仕組みの更なる強化を推進し、企

業価値の向上に努めていく所存である。 

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 12/112



４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。

　なお、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものである。

(1）経済動向による影響

　当社グループの事業は、当社グループが製品を販売している国、主として日本市場の経済状況の影響を受けること

となる。日本国内の経済状況が悪化した場合、また海外においても当社グループ製品を販売している国の経済状況

が悪化した場合、当社グループの業績に悪影響を与えるおそれがある。 

(2）価格競争

　電線業界、情報通信関連業界、自動車部品業界等当社グループを取り巻く業界における競争は大変厳しいものと

なっている。競合先は当社グループより競争力を有している場合もあり、競合先との競争のため当社グループは製

品について有利な価格決定をすることが難しくなっている。また、新しい競合先が台頭すること等により将来的に

競争がより激化するおそれもある。このような競合状態は当社グループの収益に対する圧力となり、当社グループ

の業績に悪影響を与えるおそれがある。

(3）国際市況

　当社グループの製造する電線の主原材料である銅等の価格は国際市況の影響を受け変動する。そのため国際市況

の変動を当社グループの製品の販売価格に転嫁できない場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼすおそれがあ

る。

(4）特定の取引先への販売

　当社グループの主要な取引先には三菱自動車工業㈱があるが、今後の同社の経営方針、経営成績等により当社グ

ループとの取引が減少することとなった場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼすおそれがある。

(5）為替変動

　当社グループでは製品の製造、販売を海外においても行っている。そのため、当社グループの事業および財務状況

は為替相場の変動により影響を受ける。当社グループでは為替リスクを軽減すべく対策をとっているが、完全に為

替リスクを回避できるとは限らず、為替変動によって当社グループの外貨建てで取引されている製品の価格および

外貨建ての資産および負債の日本円換算額に悪影響を与える可能性がある。また、当社グループが製造を行う地域

において通貨価値が上昇した場合、当該地域における製造コストが上昇し、当社グループの業績に悪影響を与える

おそれがある。

(6）有利子負債

　当社グループの総資産に対する有利子負債（短期借入金、長期借入金その他の合計額）の割合は、平成21年３月期

において59.0%となっている。棚卸資産圧縮等により財務体質改善に努めているが、今後の金利動向が当社グループ

の業績および財政状態に悪影響を与えるおそれがある。

(7）資材等の調達

　当社グループが製品の製造を行うにあたっては、製造設備や資材等が適時に必要量納入されなければならない。こ

れらの製造設備や資材等が供給元から納入されない場合や納入が遅延した場合、またそのため当社グループが代替

品を調達しなければならなくなった場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼすおそれがある。また、納入された製

造設備や資材等に有害物質を含有していること等を含め欠陥があった場合、当社グループの製品に悪影響を及ぼす

おそれがある。

(8）新製品の開発

　当社グループでは研究開発を企業の礎と位置づけ、現業分野に加え今後成長が期待できる新規分野についての研

究開発を積極的に推進している。

　当社グループでは魅力ある新製品、新技術の開発を進めているが、開発に必要な資源を継続して手当てできるとは

限らず、そのため、十分な開発結果が得られない可能性がある。また必要な資源投入を行い新製品、新技術の開発に

成功したとしても、それが当社グループの収入に期待どおり貢献するとは限らない。その結果、今後の当社グループ

の成長および当社グループの業績に悪影響を及ぼすおそれがある。
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(9）製品の欠陥

　当社グループでは製品の製造にあたり品質管理体制の強化を進め、製品の品質には有害物質への対策も含め万全

を期しているが、今後当社グループの製品に欠陥が発生する可能性がないとは言い切れない。当社グループの製品

に欠陥が発生した場合、その責任を問われることにより多額のコストが発生することや当社グループの評価に影響

を与えることによって当社グループの業績に悪影響を与えるおそれがある。

(10）廃棄物処理

　当社グループでは製品の製造を中心として事業遂行にあたり廃棄物を排出している。環境管理の一貫として、廃棄

物量の削減や廃棄物の有効利用を推進すると共に埋立や単純焼却といった環境負荷の大きい処理を減らしている。

また、関係会社を含め、製造場所だけでなく、事務所においても廃棄物管理責任者を選任し、法に則った処理に万全

を期しているが、今後当社グループの廃棄物処理において不正な処理に巻き込まれる可能性がないとは言い切れな

い。当社グループの廃棄物で不都合な処理がなされる事案が発生した場合、その責任を問われることにより多額の

コストが発生することや当社グループの評価に影響を与えることによって当社グループの業績に悪影響を与える

おそれがある。

(11）知的財産権

　当社グループでは特徴ある技術とノウハウを蓄積してきており、当社グループの知的財産権が保護されるよう努

めているが、当社グループの知的財産権が完全に保護されるとは限らず、他社が当社グループの知的財産権を侵害

することや当社グループの知的財産権に係わる製品を模倣することを完全には防止できない可能性がある。

　また、当社グループが製品を製造、販売するにあたり、第三者の知的財産権が必要となる可能性がある。その際、第

三者からライセンスを受けられないおそれや当社グループにとって不利な条件でしかライセンスを受けられない

おそれがある。

　また、当社グループの製品、技術に対し、第三者より知的財産権を侵害していると主張される可能性がある。その場

合、当該主張への対応のためのコスト等により、当社グループの業績に悪影響を与えるおそれがある。

(12）情報の流出

　当社グループでは、個人情報等を含め当社グループが保有する機密情報の管理の徹底を図っているが、万一これら

の情報が外部に流出した場合、社会的信頼の低下や損害賠償請求への対応等により、当社グループの業績に悪影響

を与えるおそれがある。

(13）公的規制

　当社グループは、事業展開する各国において様々な法令、規制等の適用を受けている。当社グループが事業を展開

する国および地域において法令、規制等の変更があった場合、その対応のため多額のコストが発生するおそれがあ

る。また、これらの法令、規制等を遵守できなかった場合、当社グループの事業活動および業績に悪影響を与えるお

それがある。

(14）人材の確保・育成

　当社グループの成長のためには優秀な人材の確保と育成が必要である。しかし、優秀な人材の確保と育成が必ずし

もできるとは限らず、その場合、当社グループの成長に悪影響を与えるおそれがある。

(15）自然災害等

　当社グループの製造拠点が自然災害等に遭った場合、製品の製造ができなくなる可能性や顧客への製品の納入が

遅延する可能性があり、このため売上高の低下等により当社グループの業績に悪影響を与えるおそれがある。また、

製造拠点の修復のために巨額の費用が必要となるおそれがある。

(16）退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の期待運用収益率

に基づいて算出されている。これらの前提条件と実際の結果が異なった場合、当社グループの業績に悪影響を与え

るおそれがある。

(17）重要な営業損失、経常損失および当期純損失の計上

　当連結会計年度において、営業損失、経常損失、および当期純損失についてそれぞれ重要な損失を計上したことか

ら、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しているほ

か、純資産の減少リスクが存在している。これらの多額の損失の発生と純資産の減少の要因は、電装事業の営業損失

および、同事業の再構築のための一過性のリストラ費用を中心としたものであり、継続企業の前提に不確実性は存

在しないと判断しているが、同事業を取り巻く経済条件、主要顧客からの需要量、取引条件の変更によっては、更な

る損失の計上と純資産の減少リスクが存在する。 
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５【経営上の重要な契約等】

(1）技術契約

　当社グループ（当社および連結子会社）は次のとおり技術契約を締結している。

①　技術輸出

契約会社名 契約の対象 相手方 契約期間 対価

三菱電線工業㈱

（当社）

自動車用電線の製造技

術（従来型）

タイ・サミット・ハー

ネス（タイ）

自　昭和62年10月５日

至　商業生産開始日か

ら４年経過迄以後

２年毎の自動延長

頭金：定額

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

（当社）

自動車用電線の製造技

術（改良型）

タイ・サミット・ハー

ネス（タイ）

自　平成６年１月19日

至　商業生産開始日か

ら４年経過迄以後

２年毎の自動延長

頭金：定額

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

（当社）

組電線用コネクタの製

造技術

エッチ・エフ・ティー

フリッツ・ヒンマーマ

ン（ドイツ）

自　平成７年４月１日

至　許諾特許の存続期

間満了日

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

（当社）

ワイヤーハーネス用小

型コネクタの製造技術

エフ・シー・アイ

（フランス）

自　平成14年９月１日

至　平成24年８月31日

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

（当社）

組電線用コネクタの製

造技術

韓国ユニオンマシナリ

（韓国）

自　平成３年１月１日

至　平成22年11月30日

頭金：定額

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

(当社)
組電線の製造技術

タイ・サミット・ハー

ネス（タイ）

自　平成５年10月１日

至　商業生産開始日か

ら７年経過迄以後

２年毎の自動延長

頭金：定額

ロイヤルティ：一定料

率

②　技術導入
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契約会社名 契約の対象 相手方 契約期間 対価

三菱電線工業㈱

（当社）

陸上線及び光ファイバ

ケーブル

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インク

（アメリカ合衆国）

自　昭和57年６月15日

（更新）

至　許諾特許の存続期

間満了日

ロイヤルティ：一定料

率

三菱電線工業㈱

（当社）

光ファイバ及び光ファ

イバ増幅器

キュー・イー・

ディー・インテレク

チュアル・プロパティ

・リミテッドコーポ

レーション

（イギリス）

自　平成12年６月22日

至　許諾特許の存続期

間満了日

頭金：定額

ロイヤルティ：一定料

率

(2）当社は、グループ経営の効率化を目的として、当社100％出資の子会社同士を合併することを平成20年10月29日開催

の取締役会において決議した。合併の概要は次のとおりである。

　　 ①設備保全・リサイクル・役務提供事業の子会社の合併

 1)合併の目的

　 当社グループ会社のうち、設備保全・リサイクル・役務提供等を主たる事業とする菱星工業㈱（連結子会社）、

 菱星エンジニアリング㈱（連結子会社）および菱星ビジネスシステム㈱（持分法適用会社）の３社を合併すること

 により、人材の有効活用等管理運営面の効率化を図り、もって当該事業の一層の拡大・推進を図ることを目的とす

 るものである。 

 2)日程

　 合併契約承認取締役会　　平成21年１月14日

 　合併契約締結　　　　　　平成21年１月14日

　 合併契約承認株主総会　　平成21年１月29日

　 合併効力発生日　　　　　平成21年４月１日

 3)合併の方式

　 菱星工業㈱を存続会社とする吸収合併方式で、菱星エンジニアリング㈱および菱星ビジネスシステム㈱は解散し

 た。

 4)合併比率

　 当社100％出資の子会社間の合併であることから、合併比率の取り決めはなく、また、合併による新株式の発行は

 行わない。

 5)引継資産・負債の状況

　 菱星工業㈱が引き継いだ資産・負債は、次のとおりである。

平成21年３月31日現在 

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 270 流動負債 125

固定資産  96 固定負債  73

資産合計 366 負債合計 198

 6)合併後存続会社の概要

　 新商号　　　菱星機工㈱

　 資本金　　　50百万円

　 事業内容　　電線屑解体および銅再生、配電および電装用ゴム成形品の製造・販売、自動車運送取扱、建築、設

　　　　　　　 備保全、産業機械製作据付、人材派遣等

　

　 　②工事・エンジニアリング事業の子会社の合併

　　 1)合併の目的

　　　 当社グループ会社のうち、工事・エンジニアリングを主たる事業とする連結子会社である菱星電設㈱、菱星通信

　　 システム㈱および㈱菱星テクノシステムの３社を合併することにより、人材の有効活用等管理運営面の効率化を図

　　 り、もって当該事業の一層の拡大・推進を図ることを目的とするものである。

　　 2)日程

　　　 合併契約承認取締役会　　平成21年１月14日

　　　 合併契約締結　　　　　　平成21年１月14日

　　　 合併契約承認株主総会　　平成21年１月29日

　 　　合併効力発生日　　　　　平成21年４月１日

　　 3)合併の方式

　　　 菱星電設㈱を存続会社とする吸収合併方式で、菱星通信システム㈱および㈱菱星テクノシステムは解散した。 

　　 4)合併比率
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　 　　当社100％出資の子会社間の合併であることから、合併比率の取り決めはなく、また、合併による新株式の発行は

　　 行わない。 

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 17/112



　　 5)引継資産・負債の状況

　　　 菱星電設㈱が引き継いだ資産・負債は、次のとおりである。

平成21年３月31日現在 

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 1,571 流動負債 1,468

固定資産   105 固定負債    31

合計 1,677 合計 1,500

　　 6)合併後存続会社の概要

　　　 新商号　　　菱星システム㈱

　 　　資本金　　　100百万円

　 　　事業内容　　電気工事、電気通信工事、通信機器の製造・販売、道路融雪装置・床暖房システムの設計、施工、

　　　　　　　　　 販売等
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６【研究開発活動】

当社グループ（当社および連結子会社）では研究開発を企業の礎と位置づけ、現業分野に加え今後成長が期待でき

る新規分野についての研究開発を積極的に推進している。

研究開発は、当社の総合研究所、開発本部生産システム開発部・開発第一部・開発第二部、電線システム部、通信技

術部、ネットワーク機器技術部、福井製作所高周波技術部、箕島製作所技術開発部、宇都宮工場機器部品開発センター、

ハーネス設計第一部、ハーネス設計第二部、コネクタ開発部、自動車電線開発部、光部品開発部などのほか、各関係会社

の技術・開発部門により推進され、グループ全体のスタッフは約280名である。

当連結会計年度における各事業部門別の研究目的、主要課題、研究成果は次のとおりである。なお、研究開発費には

基盤技術の研究費用441百万円が含まれており、当連結会計年度の研究開発費の総額は1,200百万円である。

（ケーブル事業）

　主に当社の総合研究所、電線システム部、通信技術部、ネットワーク機器技術部、福井製作所高周波技術部が中心と

なって、各種電線類・付属品、計測器、高周波ケーブル、光送受信モジュールなど各種デバイスおよびこれらを複合し

たＬＡＮシステムなどの開発を行っている。

　当連結会計年度の主な成果として、「太陽電池用はんだめっき平角銅線」の開発、「ケーブル探知装置」の開発、

「原子力発電所向け各種ケーブル・コネクタ」の開発、「オーディオケーブル用導体」の開発、「産業分野向けス

イッチングハブ」の開発、「極細同軸ケーブル」の開発、「耐曲げ通信光ファイバ」の開発などがある。

　当事業に係る研究開発費は256百万円である。

（電装・光部品事業）

　主に当社の総合研究所、開発本部生産システム開発部・開発第一部・開発第二部、ハーネス設計第一部、ハーネス設

計第二部、コネクタ開発部、自動車電線開発部、光部品開発部が中心となって、車載電子部品・システム、自動車用ハー

ネスおよび部品、光ファイバ部品などの研究開発を行っている。

　当連結会計年度の主な成果として、「リモコンエンジンスタータ」の開発、「ＦＦＣジャンクションボックス」の開

発、「コネクタ一体型温度センサ」の開発、「ハーネスジョインタ」の開発、「軽量化ハーネス用電線・コネクタ」の

開発、「ユニットメーカ向けコネクタ」の開発、「ファイバレーザ」の開発、「方形コア・光配線用ファイバ等の特殊

ファイバ」の開発、「医療用・情報家電用ファイバアセンブリ」の開発などがある。

　当事業に係る研究開発費は213百万円である。

（機器部品事業）

　主に当社の総合研究所、箕島製作所技術開発部、宇都宮工場機器部品開発センターが中心となって、シール部品、ゴム

・樹脂・金属系部品、電波吸収体、極細平角絶縁電線などの研究開発を行っている。

　当連結会計年度の主な成果として、半導体製造装置関連、医療機器関連、食品機械関連、分析器関連、民間航空用およ

び宇宙開発用の「ゴム・樹脂・金属製品」や各種「シール類」の開発、「空気圧機器用シール」の開発、「塗装機用

シール」の開発、高性能・金属シ－ル「サンリーメスⅢ」の開発、極細平角線「ＭＥＸＣＥＬ」の高性能化と「高輝

度ランプ用」「デジタルアンプ用」などの新用途開発、「半導体用プローブピン」などの電着部品としての用途開発

がある。

　当事業に係る研究開発費は284百万円である。

（先端製品事業）

　主に㈱菱星テクノシステムの技術部が中心となって、電気式床暖房、ロードヒーティングなどの研究開発を行ってい

る。

　当連結会計年度の主な成果として、「オフィス空調用蓄冷材」の開発などがある。

　当事業に係る研究開発費は５百万円である。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針および見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。　

(2）財政状態の分析

 (流動資産)

  当連結会計年度末における流動資産の残高は、44,686百万円(前連結会計年度末は64,694百万円)となり、20,007

百万円減少した。主な要因は、受取手形及び売掛金の減少(13,967百万円)、未収入金の減少(3,020百万円)等による

ものである。

 (固定資産)

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、37,007百万円(前連結会計年度末は49,088百万円)となり、12,081百

万円減少した。主な要因は、投資有価証券の減少(2,756百万円)および繰延税金資産の減少(4,416百万円)によるも

のである。

 (流動負債)

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、53,455百万円(前連結会計年度末は68,109百万円)となり、14,654

百万円減少した。支払手形及び買掛金の減少(11,461百万円)が主な要因である。

 (固定負債)

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、21,592百万円(前連結会計年度末は17,809百万円)となり、3,783百

万円増加した。長期借入金の増加(2,094百万円)および退職給付引当金の増加（814百万円）が主な要因である。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、6,645百万円(前連結会計年度末は27,863百万円)となり、21,218百万

円減少した。損失計上による利益剰余金の減少(18,069百万円)、評価・換算差額等の減少(2,986百万円)が主な原因

である。

（キャッシュ・フロー）

　キャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」に記載のとおりである。

(3）経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は89,412百万円(前連結会計年度は108,251百万円)、営業損失は4,706百万円(前連

結会計年度は営業利益1,340百万円)、経常損失は6,619百万円(前連結会計年度は経常利益878百万円)、当期純損失

は17,640百万円(前連結会計年度は当期純利益588百万円)となった。  　

　売上高は、ケーブル事業において高周波ケーブルの売上増加はあったものの景気後退による建設用電線の売上の

伸び悩みや銅価格の下落による販売価格の低下などの影響で売上高が減少し、また電装・光部品事業において世界

的な自動車減産に伴い需要が減少した自動車用ハーネスを中心に売上高が減少し、さらに機器部品事業において半

導体関連産業の不振や民間設備投資の抑制の影響を受け売上高が減少した結果、前連結会計年度比18,839百万円減

少した。

　営業利益は、コスト削減等の諸施策を実施したものの、下期における売上高の減少の影響が大きく、前連結会計年

度比6,047百万円減少した。

　経常利益は、営業利益の減少に加え、持分法適用関連会社の業績悪化により持分法による投資損失1,479百万円を

計上したことにより、前連結会計年度比7,498百万円減少した。

　特別利益については、固定資産売却益63百万円、投資有価証券売却益23百万円他により206百万円計上した。

　特別損失については、減損損失4,624百万円他により6,593百万円を計上した。

　以上に法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額、少数株主利益を差し引いて当期純損失は17,640百万円となっ

た。

  なお、当連結会計年度において重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、純資産の減少リスクが存

在しているが、急激に変化する経営環境に対処すべく、収益悪化の最大原因である電装部品事業について、国内外の

事業体制の大幅なスリム化・効率化等といった構造改革を実行し、また全社的なコスト削減として、役員報酬の削

減、社員の給与・賞与の削減、60歳定年後の役職任用制度(嘱託制度)の廃止等を実行しており、さらに将来の収益基

盤を強化すべく、今後の社会ニーズを念頭に、当社に強みのある製品分野について拡販や開発など事業展開を一層

強化することで収益の安定と財務体質の改善を図っていく。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社および連結子会社）では、当連結会計年度総額27億円余の設備投資を行った。

　ケーブル事業においては、当社熊谷製作所の事務所棟新設を中心に14億円余の設備投資を行った。

　電装・光部品事業においては、㈱ダイヤレックスの光部品製造設備の増強を中心に８億円余の設備投資を行った。

　機器部品事業においては、当社箕島製作所のシール製品製造設備の増強および大連菱星汽車配件有限公司のシール

製品製造ラインの新設を中心に４億円余の設備投資を行った。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は以下のとおりである。

(1）提出会社

 平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

尼崎事業所

（尼崎市）

ケーブル事業

電装・光部品

事業

通信ケーブルお

よび光部品等製

造設備

1,737 591
3

(64,496)
－ 192 2,525 217

箕島製作所

（有田市）
機器部品事業

各種シール製品

および極細平角

線製造設備

1,773 1,313
10

(52,019)
－ 206 3,303 250

熊谷製作所

（熊谷市）

（注３）

ケーブル事業
電線・ケーブル

製造設備
891 1,297

589

(160,828)
24 76 2,880 219

福井製作所

（福井市）
ケーブル事業

通信ケーブル製

造設備
235 102

3,172

(247,842)
－ 30 3,540 46

宇都宮工場

（宇都宮市）
機器部品事業

各種シール製品

製造設備
310 54

1,671

(40,764)
－ 1 2,037 5

九州工場

（宇佐市）

電装・光部品

事業

自動車用ハーネ

ス等製造設備
－ －

－

(39,288)
－ － － 112

茅野工場

（茅野市）

（注４）

電装・光部品

事業

自動車用ハーネ

ス等製造設備
130 －

55

(14,206)
－ － 186 56

泉崎工場

（福島県西白河郡）

電装・光部品

事業

自動車用ハーネ

ス等製造設備
－ 6

47

(10,101)
－ 7 61 67

能勢事業所

（大阪府豊能郡）
ケーブル事業 解体・改鋳設備 158 4

167

(25,703)
－ － 330 －

子会社貸与設備

（注５）

（山形県鶴岡市）

電装・光部品

事業

自動車用ハーネ

ス等製造設備
263 13

258

(19,673)
－ 11 546 －

関東流通センター

（埼玉県南埼玉郡）
ケーブル事業 倉庫 134 27

666

(20,624)
－ 3 832 －

 

(2）国内子会社

 平成21年３月31日現在
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

菱星尼崎電線㈱
本社工場

（尼崎市）
ケーブル事業

電線・ケーブル

製造設備
71 354

946

(11,422)
－ 9 1,382 50

(3）在外子会社

 平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

大連菱星汽

車配件有限

公司

本社工場

（中国遼寧省大連

市）

電装・光

部品事業

機器部品

事業

自動車用ハーネ

ス等およびシー

ル製品製造設備

1,294 990 － 3 521 2,8101,525

MCI & TSH

CO.,LTD.

本社工場

（タイ

 サムットプラカン）

電装・光

部品事業

自動車用部品製

造設備
162 177

93

(20,172)
－ 10 444 203

P.T. DIA

ELECTRO

CIRCUIT

SYSTEMS

INDONESIA 

工場

（インドネシア

　カラワン）

電装・光

部品事業

自動車用ハーネ

ス製造設備
177 186 － － 61 425 475

（注）１．上記の金額は有形固定資産（建設仮勘定を除く）帳簿価額である。

２．各事業所の土地、建物には各事業所周辺の寮・社宅等を含む。

３．㈱エクシムに建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地ならびにその他の一部を貸与している。

４．平成21年３月31日付で閉鎖している。

５．㈱山形レックス（当社子会社）に貸与している設備である。

６．上記の他、リース会計基準適用初年度以前のリース契約で賃貸借処理によっている賃借設備のうち主なもの

　　は次のとおりである。

会社名 設備の内容 数量
年間リース料
（百万円）

三菱電線工業㈱ ホストコンピューター・端末機 一式 102

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社および連結子会社）における重要な設備の新設および除却の計画は以下のとおりである。 

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
予算額
（百万円）

既支出額
（百万円）

今後の所要
資金
（百万円）

着工年月 竣工年月

当社

熊谷製作所 
熊谷市 ケーブル事業 事務所棟 652 560 92 平成20年８月 平成21年６月

（注）上記平成21年４月以降の所要資金については、自己資金および借入金により充当する予定である。

 

(2）重要な設備の除却

　トラック・建機用ハーネス生産の主管工場である当社泉崎工場は、平成21年９月末日をもって閉鎖し、その機

能を㈱山形レックス（当社子会社）および当社太田物流センターに移転する予定である。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 480,000,000

計 480,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

 上場金融商品取引所名
 又は登録認可金融商品
 取引業協会名

内容

普通株式 216,495,025 216,495,025
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株である。

計 216,495,025 216,495,025 － －

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はない。

（３）【ライツプランの内容】

  該当事項はない。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年６月29日

（注１）
－ 194,273 － 17,278 △3,128 1,190

平成18年７月28日

（注２）
22,222 216,495 1,999 19,278 1,999 3,190

（注）１．欠損填補に充てるため資本準備金の一部を取り崩したものである。

２．第三者割当増資を次のとおり行ったものである。

発行価額：１株につき180円

資本組入額：１株につき90円

割当先：三菱マテリアル㈱

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 23/112



（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 33 39 211 56 6 19,28419,629－

所有株式数

（単元）
－ 36,765 1,000 93,633 2,716 76 81,704215,894601,025

所有株式数の

割合（％）
－ 17.03 0.46 43.37 1.26 0.04 37.84 100 －

（注）１．自己株式202,934株は、上記「個人その他」欄に202単元および「単元未満株式の状況」欄に934株をそれぞ

れ含めて記載している。

２．上記「その他の法人」欄には証券保管振替機構名義の株式を２単元含めて記載している。

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 78,973 36.48

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,937 3.67

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
6,378 2.95

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４Ｇ）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,709 2.64

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）

5,435 2.51

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,959 1.37

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 2,515 1.16

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 2,267 1.05

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,178 1.01

 三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,618 0.75

計 － 115,971 53.57
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   602,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 215,292,000 215,292 －

単元未満株式 普通株式　　 601,025 － －

発行済株式総数 216,495,025 － －

総株主の議決権 － 215,292 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれている。また、「議決

権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれている。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱電線工業㈱
東京都千代田区丸の

内三丁目４番１号
202,000 － 202,000 0.09

丸吉電機㈱
東京都港区芝浦一丁

目14番５号
146,000 － 146,000 0.07

赤司製線㈱
東京都荒川区西日暮

里四丁目23番２号
119,000 － 119,000 0.05

三新電線㈱
岡崎市滝町字河原ヶ

60番２号
68,000 － 68,000 0.03

倉茂電工㈱
越前市下平吹町10番

９号
67,000 － 67,000 0.03

計 － 602,000 － 602,000 0.28

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

  該当事項はない。

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 25/112



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（千株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式  31  3

当期間における取得自己株式  2  0

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数
（千株）

処分価額の総額
（百万円）

株式数
（千株）

処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
8 0 － －

保有自己株式数 202 － － －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれていない。

２．当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りおよび売渡による株式は含まれていない。
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３【配当政策】

当社は、利益配分に関しては、長期に安定的な経営基盤を確保するため、財務体質の強化と今後の事業展開等を総合

的に勘案し、適正な内部留保の確保と、安定的な配当を実現することを基本方針としている。

また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。内部留保資金については、事業

基盤の強化を図るために活用していきたいと考えている。

なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株

式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当を支払うことができる旨定款に定めている。 

当社の基本方針は上記のとおりであるが、当社の当期の業績は、当期純損益段階で大幅な赤字を計上した。このよう

な事情により、当期の株主配当金については見送りとした。 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 161 311 253 219 158

最低（円） 112 120 157 109 67

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 103 101 88 97 83 83

最低（円） 70 82 70 78 68 67

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

（代表取締役）

取締役社長
－ 本間　久義 昭和21年11月28日

昭和44年４月三菱金属鉱業㈱［現三菱マテ

リアル㈱］入社

平成14年６月同社執行役員・加工製品カン

パニーバイスプレジデント

同　15年４月同社執行役員・営業・マーケ

ティング企画室長

同　15年６月同社常務執行役員・加工事業

カンパニープレジデント

同　17年４月同社常務執行役員・電子材料

事業カンパニープレジデント

同　18年６月同社常務取締役 

同　20年６月

同　20年６月

同　21年６月

同　21年６月

同社取締役副社長

当社取締役兼任

当社取締役経営顧問

当社取締役社長（現職） 

（注3） －

（代表取締役）

取締役副社長

社長補佐、機

器部品事業部

長

蓮田　文昭 昭和23年１月10日

昭和45年４月当社入社

平成６年４月 電線事業部業務部次長

同　９年７月 企画部次長

同　10年５月企画部長

同　11年６月経営企画部長

同　14年６月取締役経営企画部長、総務部長

同　15年１月取締役電線事業統括本部長、経

営企画部長、総務部長

同　15年６月常務取締役電線事業統括本部

長、管理部門統括、経営企画部

長、輸出管理室長

同　16年６月常務取締役電線事業部長、管理

部門統括、経営企画部長、輸出

管理室長

同　17年６月常務取締役経営企画、総務、人

事、経理、資材、輸出管理担当

同　18年６月取締役副社長、社長補佐、経営

企画、総務、人事、輸出管理担当

同　19年４月取締役副社長、社長補佐、総務

・人事・関係会社再編担当、輸

出管理室長

同　20年４月取締役副社長、社長補佐、機器

部品事業部長（現職）

（注3） 79
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

（代表取締役）

取締役副社長

 

社長補佐、経

営企画・総務

・人事・経理

・財務・資材

・情報システ

ム・関係会社

再編担当、輸

出管理室長、

内部統制室長

竹村　博 昭和23年7月26日

昭和47年４月三菱金属鉱業㈱［現三菱マテ

リアル㈱］入社

平成12年６月同社経営企画室副室長

同　14年６月同社アルミカンパニープレジ

デント補佐兼企画管理部長

同　16年４月三宝伸銅工業㈱［現三菱伸銅

㈱］常務取締役

同　18年４月当社顧問

同　18年６月当社常務取締役経理、財務、資

材、情報システム担当

同　19年４月当社常務取締役経営企画・経

理・財務・資材・情報システ

ム担当

同　19年10月当社常務取締役経営企画・経

理・財務・資材・情報システ

ム担当、電装事業改革推進室長

同　20年４月当社常務取締役経営企画・総

務・人事・経理・財務・資材

・情報システム・関係会社再

編担当、輸出管理室長、内部統

制室長

同　20年６月当社取締役副社長、社長補佐、

経営企画・総務・人事・経理

・財務・資材・情報システム

・関係会社再編担当、輸出管理

室長、内部統制室長（現職）

（注3） 67

常務取締役

ケーブル事業

部長、電装・

光部品事業部

長、開発本部

担当

小林　英夫 昭和30年１月16日

昭和52年４月三菱金属㈱［現三菱マテリア

ル㈱］入社

平成14年６月同社金属製錬カンパニー企画

管理部長

同　15年４月同社銅事業カンパニー銅加工

本部営業部長

同　15年12月同社銅事業カンパニー企画管

理部長

同　17年４月

 

同　19年６月

 

同　21年６月

同社銅事業カンパニー営業部

長

同社執行役員・銅事業カンパ

ニーバイスプレジデント

当社常務取締役ケーブル事業

部長、電装・光部品事業部長、

開発本部担当（現職）

（注4） －

取締役 － 松本　龍輔 昭和27年11月16日

昭和50年４月当社入社

平成14年６月関西支社電力・産業システム

営業部長

同　15年８月営業統括本部公共システム営

業部長

同　17年４月営業本部情報・産業システム

営業部長

同　17年６月取締役ケーブル事業部営業本

部長

同　20年６月取締役（現職）

[主要な兼職]㈱フジクラ・ダイヤケーブル取

締役副社長

（注3） 24
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
技術本部副本

部長
檀野　和之 昭和27年３月19日

昭和49年４月当社入社

平成15年４月電線事業統括本部品質保証部

長

同　15年７月熊谷製作所副所長兼電線事業

統括本部品質保証部長

同　17年６月ケーブル事業部副事業部長兼

熊谷製作所長

同　19年６月取締役ケーブル事業部副事業

部長兼熊谷製作所長

同　20年６月取締役ケーブル事業部副事業

部長兼企画部長

同　21年６月取締役技術本部副本部長（現

職）

[主要な兼職]菱星物流㈱取締役社長

（注3） 13

取締役 技術本部長 山口　俊一郎 昭和28年２月１日

昭和50年４月当社入社

平成14年６月情報通信事業本部ＰＣＦ事業

開発部長

同　16年６月伊丹製作所長

同　17年６月ケーブル事業部副事業部長兼

伊丹製作所長

同　19年６月取締役ケーブル事業部副事業

部長兼尼崎事業所長

同　20年６月取締役技術本部長（現職）

（注3） 27

取締役 経理部長 斎当　隆明 昭和27年７月８日

昭和50年４月当社入社

平成15年６月経理部長

同　20年４月経理部長兼内部統制室副室長

同　20年６月

 

同　20年10月

取締役経理部長兼内部統制室

副室長

取締役経理部長（現職） 

（注3） 9

取締役 － 綿谷　晴司 昭和18年１月３日

昭和40年４月三菱電機㈱入社

平成８年６月 同社姫路製作所長

同　11年６月同社取締役自動車機器事業本

部副事業本部長

同　13年４月三菱電機エンジニアリング㈱

取締役社長

同　18年４月同社相談役（平成20年６月ま

で）

同　18年６月当社取締役（現職）

（注3） －

常勤監査役 － 室　幸夫 昭和28年１月13日

昭和50年４月三菱信託銀行㈱［現三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行㈱］入社

平成10年４月同社関連事業室長

同　13年３月同社広島支店長

同　15年４月同社企業金融部長

同　15年６月同社執行役員・企業金融部長

同　16年４月同社執行役員・企業金融部長

兼㈱三菱東京フィナンシャル

・グループ［現㈱三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ］

執行役員法人連結事業本部信

託企画部長

同　17年６月三菱信情報システム㈱［現三

菱ＵＦＪトラストシステム

㈱］取締役社長

同　18年６月当社常勤監査役（現職）

（注5） 30
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 大塚　信明 昭和31年５月30日

昭和54年４月㈱三菱銀行[現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行]入行

平成12年３月同行相模原支店長

同　12年11月同行相模原支社長

同　14年７月同行融資部企業融資室次長

同　15年９月同行融資部部長

同　17年５月同行監査室与信監査室長

同　18年１月同行監査部与信監査室長

同　20年６月当社常勤監査役（現職）

（注6） 8

監査役 － 加藤　敏則 昭和25年11月５日

昭和49年４月三菱金属㈱［現三菱マテリア

ル㈱］入社

平成12年６月同社金属製錬カンパニー原料

部長

同　16年６月同社執行役員・銅事業カンパ

ニー企画管理部長

同　17年６月同社執行役員・銅事業カンパ

ニーバイスプレジデント

同　18年４月同社常務執行役員・銅事業カ

ンパニープレジデント

同　18年６月当社監査役兼任（現職）

同　20年６月

 

 

同　21年６月

三菱マテリアル㈱常務取締役

・銅事業カンパニープレジテ

ント

同社常務取締役・電装事業推

進本部長・銅事業カンパニー

プレジデント（現職） 

（注5） －

    計     257

（注）１．取締役　綿谷晴司は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２．監査役　室幸夫、大塚信明、加藤敏則は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会終結のときから平成22年３月期に係る定時株主総会の終結のときま

で。

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会終結のときから平成22年３月期に係る定時株主総会の終結のときま

で。

５．平成18年６月29日開催の定時株主総会終結のときから平成22年３月期に係る定時株主総会の終結のときま

で。

６．平成20年６月27日開催の定時株主総会終結のときから平成24年３月期に係る定時株主総会の終結のときま

で。 

７．当社は、監査役が法定の員数を欠くことになる場合に備えて、会社法第329条第２項に定める監査役の補欠者

１名を選任している。監査役の補欠者の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数

田辺 克彦 昭和17年８月14日

昭和48年４月弁護士登録

同　54年９月田辺総合法律事務所代表者（現職）

平成７年４月 第一東京弁護士会副会長（同８年３月まで）

同　９年４月 関東弁護士会連合会副理事長（同10年３月まで）

同　10年４月日本弁護士連合会常務理事（同11年３月まで）

同　12年６月三和シヤッター工業㈱（現三和ホールディングス㈱）監査役（現職）

同　19年６月㈱山武監査役（現職）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社および当社グループ会社は、社会が必要とする技術や製品の研究開発に取り組み、より優れた製品・サービス

を提供することにより、顧客の信頼を得るとともに、人々の生活の向上と社会の発展に貢献したいと考えている。

また、透明・健全でチャレンジ精神をもった事業活動を通じて、株主、顧客、ユーザー、従業員、取引先、地域社会その

他あらゆるステークホルダー（利害関係者）の期待に応え、企業価値の向上と永続的な発展、そして社会的責任を果

たしていきたいと考えている。

この目的を達成するためには、効率的で適正かつ公正な経営を行うことが重要であると認識し、従来よりコーポ

レート・ガバナンスの強化・充実に努めている。

また、当社および当社グループ会社は、関連法令を遵守し、社会的良識に従って、健全な企業活動を行うため、全社員

が遵守・実践すべき行動指針を定め、この徹底を図っていく。

(コーポレート・ガバナンス体制の概要)
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②会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

当社における経営の意思決定及び監督に係る経営管理組織等の体制の状況は、次のとおりである。

当社における経営の意思決定及び監督は、有価証券報告書提出日現在取締役９名（うち社外取締役１名）で構成さ

れる取締役会にて行われている。この構成については、迅速な意思決定に適切な規模であるとともに、客観性、透明性

確保の点からも適当な構成であると考えている。

また、経営会議（毎週開催）および事業会議（毎月開催）が開かれており、十分な審議と情報の伝達が行われ、適正

な意思決定が行われている。

特に毎週行われる経営会議を経て付議される当社の定時取締役会では、十分な審議が行われ、適正な意思決定が行

われている。

監査については、監査役制度を採用し、有価証券報告書提出日現在常勤監査役２名(２名ともに社外監査役）、非常

勤監査役１名の合計３名からなる監査役会にて重要な監査事項等の審議を実施している。各監査役は毎期定める監査

計画に従い、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役や内部監査部門である監査室等からその職務の執

行状況を聴取し、主要な事業部門に往査するなど重要な職務執行状況を監査している。

内部監査については、内部監査部門である監査室に９名のスタッフを配し、監査室が当社および当社グループ会社

の活動全般にわたり、経営の効率性・内部統制システムの確保、リスク管理体制の充実等の観点から監査を実施して

いるほか、その活動は適宜監査役会等に報告され、監査役との連携が保たれている。

また、当社は、法令および定款等の遵守については、経営の最重要課題と位置付け、「三菱電線工業グループ企業理

念」、「同　行動指針」を定め、法令等遵守を尊重する健全なる企業風土の醸成ならびに役職員への教育・啓蒙を引き

続き実践していくものとする。また、法令等遵守を実践するため具体的な実践計画（コンプライアンス・プログラ

ム）については、「コンプライアンス規程」に基づき「コンプライアンス委員会」を中心に活動を実践し、また、内部

監査部門（監査室）による有効性チェックが行われる仕組みを導入し、その適合を図る。コンプライアンス違反事実

もしくはそのおそれがある場合は、職制を通じて報告することを原則とするが、コンプライアンス違反が是正されな

い場合もしくはそのおそれがある場合、コンプライアンス違反行為を迅速かつ適正に是正し、再発を防止するため、

「コンプライアンス報告・相談窓口」を設置する。

 

③リスク管理体制の整備の状況

当社は、各種リスク管理を経営の最重要課題と位置付け、担当部門毎に常時リスク管理を重視した経営を実践する

とともに、「リスク管理規程」に基づき、「リスク管理委員会」を中心として全社横断的にリスク管理を行い、当社グ

ループ全体における各種リスクの識別・分析・評価を実践し、経営環境の変化への対応を図る。また、リスク管理を有

効にするための具体的なリスク対応計画等は、リスク管理委員会にて決定するほか、適宜、取締役会に報告し、かつ、内

部監査部門である監査室による有効性の検証を定期的に行う。また、重大なリスクが顕在化し、緊急の対応が必要な場

合には、直ちに社長指揮下の対策本部を設置するなどの必要な体制をとる。

④社外取締役および社外監査役との関係

当社の社外監査役である加藤敏則は、当社のその他の関係会社である三菱マテリアル㈱の常務取締役である。当社

は三菱マテリアル㈱から電線の主要原料である銅の供給を受けているが、社外監査役個人が利害関係を有するもので

はない。

上記のほかに社外取締役および社外監査役との間の利害関係について特記すべき事項はない。

⑤会計監査の状況

会計監査については、会計監査人としてあずさ監査法人を選任している。当社の監査業務を担当している公認会計

士は、阿部隆哉氏、髙橋 宏氏、上坂善章氏の３名(いずれも指定社員・業務執行社員)であり、補助者は、同監査法人に

属する公認会計士４名、会計士補２名、その他８名である。会計監査人は、各監査役と相互に適切な意見交換や報告を

行い、また、定期的に協議を行うなど緊密な連携を保ち、監査の効率性、実効性を高めるよう努めている。

⑥役員報酬

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は次のとおりである。

役員報酬：
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取締役に支払った報酬 119百万円

監査役に支払った報酬 35百万円

計 154百万円

⑦取締役の定数

当社の取締役は、20名以内とする旨定款に定めている。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。また、累積投票によらない旨定款に定めている。

⑨自己の株式の取得の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めている。これ

は、機動的な資本政策を可能にすることを目的とするものである。

⑩中間配当の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当を支払うことができる旨定款に定めている。これは、株主へ

の機動的な利益還元を可能にすることを目的とするものである。

⑪株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株主総会における特別決議の

定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 54 1

連結子会社 － － － －

計 － － 54 1

②【その他重要な報酬の内容】

当社連結子会社であるＭＣＩ＆ＴＳＨ社は、当社の監査法人と同一のネットワークに属しているＫＰＭＧに対

して、監査証明業務に基づく報酬１百万円、非監査業務に基づく報酬１百万円を支払っている。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

財務報告に係る内部統制に関するアドバイザリー業務を行っている。

④【監査報酬の決定方針】

監査計画について監査法人と協議を行い、監査役会の承認を経て決定している。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、第146期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

147期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

いる。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第146期事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第147期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,053 6,244

受取手形及び売掛金 ※3
 32,034

※3
 18,067

たな卸資産 19,306 －

商品及び製品 － 5,317

仕掛品 － 4,310

原材料及び貯蔵品 － 6,221

繰延税金資産 590 843

短期貸付金 9 4

未収入金 6,279 3,259

その他 875 746

貸倒引当金 △454 △328

流動資産合計 64,694 44,686

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,009 8,161

機械装置及び運搬具（純額） 6,921 5,464

土地 9,140 8,912

リース資産（純額） － 80

建設仮勘定 1,967 953

その他（純額） 2,681 1,103

有形固定資産合計 ※1,※3
 29,719

※1,※3
 24,676

無形固定資産

その他 749 571

無形固定資産合計 749 571

投資その他の資産

投資有価証券 ※2,※3
 9,548

※2,※3
 6,792

長期貸付金 3,338 3,765

繰延税金資産 4,816 400

その他 ※2
 1,124

※2
 1,054

貸倒引当金 △208 △249

投資損失引当金 － △4

投資その他の資産合計 18,619 11,759

固定資産合計 49,088 37,007

資産合計 113,782 81,693
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,376 9,915

短期借入金 ※3
 32,852

※3
 33,345

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 2,544

※3
 3,280

未払金 5,876 2,578

未払費用 4,048 2,764

未払法人税等 267 178

繰延税金負債 － 0

その他 1,145 1,392

流動負債合計 68,109 53,455

固定負債

長期借入金 ※3
 9,197

※3
 11,291

繰延税金負債 470 479

退職給付引当金 7,346 8,160

役員退職慰労引当金 98 50

製品保証損失引当金 126 229

その他 571 1,381

固定負債合計 17,809 21,592

負債合計 85,919 75,048

純資産の部

株主資本

資本金 19,278 19,278

資本剰余金 3,189 3,188

利益剰余金 2,862 △15,207

自己株式 △27 △29

株主資本合計 25,302 7,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,720 100

繰延ヘッジ損益 119 △285

為替換算調整勘定 144 △817

評価・換算差額等合計 1,984 △1,002

少数株主持分 576 418

純資産合計 27,863 6,645

負債純資産合計 113,782 81,693
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 108,251 89,412

売上原価 ※2,※3
 91,535

※1,※2,※3
 79,870

売上総利益 16,715 9,541

販売費及び一般管理費

荷造費及び運送費 2,104 1,938

その他の販売直接費 555 488

給料及び手当 5,956 5,790

技術研究費 ※3
 1,045

※3
 714

その他 5,712 5,316

販売費及び一般管理費合計 ※2
 15,375

※2
 14,248

営業利益又は営業損失（△） 1,340 △4,706

営業外収益

受取利息 125 83

受取配当金 145 98

持分法による投資利益 376 －

経営指導料 － 212

受取賃貸料 243 251

その他 254 355

営業外収益合計 1,145 1,000

営業外費用

支払利息 1,020 953

持分法による投資損失 － 1,479

固定資産処分損 41 －

たな卸資産処分損 242 －

その他 302 479

営業外費用合計 1,607 2,912

経常利益又は経常損失（△） 878 △6,619

特別利益

固定資産売却益 ※4
 72

※4
 63

投資有価証券売却益 914 23

事業譲渡益 564 －

収用補償金 － 28

未払費用戻入額 － 40

その他 263 50

特別利益合計 1,815 206
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

貸倒引当金繰入額 21 9

投資有価証券評価損 133 69

減損損失 ※5
 929

※5
 4,624

固定資産処分損 87 216

特別退職金 － 942

たな卸資産評価損 － ※1
 300

たな卸資産処分損 18 －

その他 360 430

特別損失合計 1,550 6,593

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,143 △13,006

法人税、住民税及び事業税 294 230

法人税等調整額 189 4,399

法人税等合計 484 4,629

少数株主利益 70 4

当期純利益又は当期純損失（△） 588 △17,640
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 19,278 19,278

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,278 19,278

資本剰余金

前期末残高 3,190 3,189

当期変動額

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 3,189 3,188

利益剰余金

前期末残高 2,661 2,862

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

当期純利益又は当期純損失（△） 588 △17,640

連結子会社増加に伴う増加額 44 2

当期変動額合計 200 △18,070

当期末残高 2,862 △15,207

自己株式

前期末残高 △24 △27

当期変動額

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 2 1

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △27 △29

株主資本合計

前期末残高 25,105 25,302

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

当期純利益又は当期純損失（△） 588 △17,640

連結子会社増加に伴う増加額 44 2

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 196 △18,073

当期末残高 25,302 7,229
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,436 1,720

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,715 △1,620

当期変動額合計 △2,715 △1,620

当期末残高 1,720 100

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △42 119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

162 △405

当期変動額合計 162 △405

当期末残高 119 △285

為替換算調整勘定

前期末残高 120 144

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

23 △961

当期変動額合計 23 △961

当期末残高 144 △817

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,514 1,984

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,529 △2,987

当期変動額合計 △2,529 △2,987

当期末残高 1,984 △1,002

少数株主持分

前期末残高 489 576

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 87 △157

当期変動額合計 87 △157

当期末残高 576 418
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 30,109 27,863

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

当期純利益又は当期純損失（△） 588 △17,640

連結子会社増加に伴う増加額 44 2

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,442 △3,145

当期変動額合計 △2,245 △21,218

当期末残高 27,863 6,645
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

1,143 △13,006

減価償却費 2,610 2,526

減損損失 929 4,624

持分法による投資損益（△は益） △376 1,479

退職給付引当金の増減額（△は減少） 658 777

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 △48

貸倒引当金の増減額（△は減少） △190 △82

受取利息及び受取配当金 △270 △181

支払利息 1,020 953

投資有価証券売却損益（△は益） △914 △23

投資有価証券評価損益（△は益） 133 77

固定資産売却損益（△は益） △92 △96

固定資産処分損益（△は益） 129 278

受取手形及び売掛金の増減額（△は増加） △2,636 13,371

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,078 3,240

未収入金の増減額（△は増加） 3,081 △1,260

支払手形及び買掛金の増減額（△は減少） △2,844 △10,743

未払費用の増減額（△は減少） 154 △1,206

その他 △1,128 153

小計 2,469 833

利息及び配当金の受取額 279 186

利息の支払額 △1,017 △925

法人税等の支払額 △264 △235

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,466 △141

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 30 35

有形固定資産の取得による支出 △4,002 △2,302

有形固定資産の売却による収入 1,619 3,769

有形固定資産の売却のための土壌改良支出 △1,456 △3,899

無形固定資産の取得による支出 △147 △104

投資有価証券の取得による支出 △1,266 △9

投資有価証券の売却による収入 1,781 264

子会社の清算による収入 － 115

子会社株式の取得による支出 － △105

貸付金の実行による支出 △9 △790

貸付金の回収による収入 1,279 350

事業譲渡に伴う資産売却による収入 1,126 －

その他 174 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △869 △2,637
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,403 685

長期借入れによる収入 4,380 6,024

長期借入金の返済による支出 △2,328 △3,298

自己株式の取得による支出 △4 △3

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △432 △432

少数株主への配当金の支払額 △35 △4

少数株主からの払込みによる収入 － 122

その他 － △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,824 3,074

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △98

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,230 197

現金及び現金同等物の期首残高 7,140 5,961

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 50 27

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,961

※
 6,186
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　19社

菱星電設㈱、菱星通信システム㈱、㈱菱星テクノシス

テム、菱星エンジニアリング㈱、菱星工業㈱、㈱ダイ

ヤレックス、菱星テクノパーツ㈱、菱星尼崎電線㈱、

三菱電線工業販売㈱、花伊電線㈱、P.T.

DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA、㈱ダイヤレッド、菱星運輸㈱、MCI＆

TSH CO.,LTD.、ダイヤセルテック㈱、大連菱星汽車配

件有限公司、菱星非鉄センター㈱、

MITSUBISHI CABLE AMERICA,INC.、㈱アザミ精工　　

 

  ㈱アザミ精工は重要性が増加したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めている。

 

　また、菱星ケーブルアンドワイヤー㈱、菱星エム・

シー・伊丹㈱は平成19年７月１日付で当社と合併して

いる。

連結子会社の数　20社

菱星電設㈱、菱星通信システム㈱、㈱菱星テクノシス

テム、菱星エンジニアリング㈱、菱星工業㈱、㈱ダイ

ヤレックス、菱星テクノパーツ㈱、菱星尼崎電線㈱、

三菱電線工業販売㈱、花伊電線㈱、P.T.

DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA、㈱ダイヤレッド、菱星運輸㈱、MCI＆

TSH CO.,LTD.、ダイヤセルテック㈱、大連菱星汽車配

件有限公司、MITSUBISHI CABLE AMERICA,INC.、㈱ア

ザミ精工、㈱山形レックス、上海菱秀商貿有限公司

  ㈱山形レックスは重要性が増加したため、上海菱秀

商貿有限公司を新規設立したため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めている。

　また、菱星非鉄センター㈱は平成20年４月１日付で当

社と合併している。

非連結子会社の数　13社

主要な非連結子会社の名称

日本ナショナルシール㈱

　非連結子会社はいずれも小規模であり、かつ、全体

としても資産総額、売上高、当期純損益のうち持分に

見合う額及び利益剰余金等のうち持分に見合う額が

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外している。

非連結子会社の数　８社

主要な非連結子会社の名称

日本ナショナルシール㈱

　非連結子会社はいずれも小規模であり、かつ、全体

としても資産総額、売上高、当期純損益のうち持分に

見合う額及び利益剰余金等のうち持分に見合う額が

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外している。

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社（13社）のうち菱星ビジネスシステム

㈱、関連会社（11社）のうち日本ラインツ㈱、大昌通信建

設㈱、㈱エクシム、㈱フジクラ・ダイヤケーブル、日本ド

ラム工業㈱、倉茂電工㈱など8社については持分法を適用

している。

適用外の非連結子会社（菱星工事㈱等12社）及び関連

会社（丸吉電機㈱、赤司製線㈱等３社）についてはそれ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用

範囲から除外した。

非連結子会社（８社）のうち菱星ビジネスシステム

㈱、関連会社（11社）のうち日本ラインツ㈱、大昌通信建

設㈱、㈱エクシム、㈱フジクラ・ダイヤケーブル、日本ド

ラム工業㈱、倉茂電工㈱など8社については持分法を適用

している。

適用外の非連結子会社（菱星工事㈱等７社）及び関連

会社（丸吉電機㈱、赤司製線㈱等３社）についてはそれ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用

範囲から除外した。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちP.T.DIA ELECTRO CIRCUIT 

SYSTEMS INDONESIA、MCI＆TSH CO.,LTD.、大連菱星汽車配

件有限公司、及びダイヤセルテック㈱の決算日は、12月31

日である。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用している。

　ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行うこととしている。

連結子会社のうちP.T.DIA ELECTRO CIRCUIT 

SYSTEMS INDONESIA、MCI＆TSH CO.,LTD.、大連菱星汽車配

件有限公司、上海菱秀商貿有限公司、及びダイヤセルテッ

ク㈱の決算日は、12月31日である。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用している。

　ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行うこととしている。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(ア)子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法（持分法を適用してい

るものを除く）

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(ア)子会社株式及び関連会社株式

同左

(イ)その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

(イ)その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

 同左

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

　原材料及び仕掛品の一部は総平均法による低価法、

貯蔵品の一部は後入先出法による低価法、その他の

たな卸資産については総平均法による原価法によっ

ている。

③　たな卸資産

  評価基準は原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい

る。

　評価方法は総平均法によっている。但し、貯蔵品の

一部は後入先出法によっている。

（会計方針の変更）

銅屑線の評価方法の変更

　当社が電力会社等から購入する使用済み銅屑線の

評価基準及び評価方法は、従来、原材料勘定において

総平均法による低価法によっていたが、当連結会計

年度より貯蔵品勘定へ振替えるとともに後入先出法

による低価法に変更した。この変更は、最近銅地金価

格が高騰している中、当該銅屑線の売却価格と売却

原価を可能な限り同一価格水準で対応させることに

より期間損益をより適切に反映させるために行った

ものである。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

46百万円減少している。なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載している。

 

(2）減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産

　建物及び構築物は主として定額法、その他は定率法

によっている。

　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物及び構築物　　　３年～47年

機械装置及び運搬具　２年～15年

(2）減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の税制改正

により、機械装置を中心に耐用年数の見直しが行わ

れているが、従来より適用している耐用年数が当該

資産の使用実態を適切に反映しているため、改正前

の耐用年数を使用している。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

②　無形固定資産

定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法。

②　無形固定資産

同左

―――――――― ③　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

――――――――

 

②　投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会

社の財政状態を個別に勘案し損失負担見込額を計上

している。

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年及び17年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してい

る。

　また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により費用処理している。

③　退職給付引当金

同左

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及び国

内連結子会社の一部は内規に基づく期末要支給額を

計上している。

④　役員退職慰労引当金

同左

④　製品保証損失引当金

　顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係

わる費用に備えるため、今後発生が見込まれる保証

損失費などについて合理的に見積もられる金額を計

上している。

⑤　製品保証損失引当金

同左

(4）リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。

――――――――
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(5）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。また、金利スワッ

プについては、特例処理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用している。なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権債務については振当処理を採

用している。

(4）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の将来の為替レートの変動リ

スクを回避するため、実需の範囲内で為替予約取引

を行っている。

また、借入金の金利変動に伴うリスクを回避する

ため、金利スワップ取引を行っている。

また、非鉄金属たな卸資産の商品価格変動リスク

を回避するため、商品先渡取引を行っている。

②　ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

同左 

③　ヘッジ有効性評価の方法

非鉄金属先渡取引に関しては、ヘッジ対象物と

ヘッジ取引の取引量が一致するように管理し、ヘッ

ジ開始時から有効性判定時点までの期間における、

ヘッジ対象物の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のそれとを比較して、有効性

の評価をしている。

なお、為替予約取引及び金利スワップについては、

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引毎の

ヘッジ効果を検証している。ただし、ヘッジ手段と

ヘッジ対象に関する元本、利率、通貨、期間、期日等の

重要な条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高

いことから、ヘッジの有効性の評価は省略している。

③　ヘッジ有効性評価の方法

同左 

(6）消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

(5）消費税等の処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用している。

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 ６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均

等償却を行っている。なお、金額が僅少な場合には、発生

年度に全額償却している。

同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっている。 

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――― （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として総平均法による原価法によっていたが、当連

結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定している。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業

損失は2,012百万円増加し、経常損失は1,770百万円増加

し、税金等調整前当期純損失が2,070百万円増加してい

る。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載している。

―――――――― （リース取引に関する会計基準等の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

たが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

適用されたことに伴い、当連結会計年度からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微である。 

―――――――― （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱いの適用）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用している。

　この変更による損益に与える影響はない。

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 51/112



【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「未払金」は、前連結会計年度までは流動負債の「その

他」に含めて表示していたが、当連結会計年度において負

債及び純資産の合計額の100分の5を超えたため区分掲記す

ることとした。

　なお、前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

まれている「未払金」の金額は3,037百万円である。

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記している。なお、前連結会計年度の「たな卸

資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」は、それぞれ5,224百万円、6,204百万円、7,877百

万円である。

―――――――― （連結損益計算書）

「経営指導料」は、前連結会計年度までは営業外収益の

「その他」に含めて表示していたが、当連結会計年度にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

することとした。

なお、前連結会計年度において「その他」に含まれてい

る「経営指導料」の金額は20百万円である。

 「固定資産処分損」は、前連結会計年度までは区分掲記

していたが、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「その他」に含めて表示することとした。

なお、当連結会計年度において「その他」に含まれてい

る「固定資産処分損」の金額は62百万円である。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

「製品保証損失等に係る支払額」は、前連結会計年度ま

では区分掲記していたが、金額的重要性が小さくなったた

め、当連結会計年度より営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示することとした。

なお、当連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含まれている「製品保証損失

等に係る支払額」の金額は△1百万円である。

――――――――
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）
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前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 61,062百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 60,681百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対する資産 ※２　非連結子会社及び関連会社に対する資産

投資有価証券 3,934百万円

投資その他の資産のその他（出資金） 93百万円

投資有価証券 2,952百万円

投資その他の資産のその他（出資金） 93百万円

※３　担保に供している資産並びに担保付債務 ※３　担保に供している資産並びに担保付債務

担保資産   

受取手形及び売掛金  

(受取手形） 2,208百万円(　　　 －  )

建物及び構築物 6,920百万円(6,235百万円)

機械装置及び運搬具 3,436百万円(3,434百万円)

有形固定資産のその他  

（工具器具備品） 536百万円(　536百万円)

土地 8,903百万円(6,445百万円)

投資有価証券 3,396百万円(　　 　－  )

合計 25,402百万円(16,651百万円)

担保付債務   

短期借入金 21,333百万円(18,752百万円)

長期借入金 8,581百万円(5,444百万円)

合計 29,914百万円(24,196百万円)

担保資産   

受取手形及び売掛金  

(受取手形） 2,105百万円(　　　 －  )

建物及び構築物 5,832百万円(5,248百万円)

機械装置及び運搬具 3,084百万円(3,084百万円)

有形固定資産のその他  

（工具器具備品） 453百万円(　453百万円)

土地 8,683百万円(6,445百万円)

投資有価証券 2,292百万円(　　　 －  )

合計 22,452百万円(15,231百万円)

担保付債務   

短期借入金 22,057百万円(19,231百万円)

長期借入金 10,352百万円(7,630百万円)

合計 32,410百万円(26,861百万円)

　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示している。

　なお、短期借入金には長期借入金の１年以内返済予定

額を含んでいる。

　上記のうち（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示している。

　なお、短期借入金には長期借入金の１年以内返済予定

額を含んでいる。

４　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っている。

４　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っている。

 ㈱エクシム 1,200百万円

計 1,200百万円

 ㈱エクシム 1,200百万円

計 1,200百万円

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

(2）㈱エクシムが受注している工事請負契約等に対し

て金融機関が発行する契約履行保証状等に関し、

4,326百万円の保証を行っている。（内、実質保証額　

1,730百万円）

当該保証債務の中には以下の外貨建保証債務が含

まれている。

(2）㈱エクシムが受注している工事請負契約等に対し

て金融機関が発行する契約履行保証状等に関し、

4,563百万円の保証を行っている。（内、実質保証額　

1,825百万円）

当該保証債務の中には以下の外貨建保証債務が含

まれている。

27,899千ＵＡＥディルハム

8,425千ＵＳドル

30,643千タイ・バーツ

63千クウェート・ディナール

78,533千カタール・リアル

 なお、上記の他、㈱エクシムの親会社との契約により、同社

により再保証を受けている金融機関が保証を履行した場合

には1,085百万円を当社が負担することとなっている。

20,859千ＵＡＥディルハム

7,030千ＵＳドル

30,643千タイ・バーツ

51千クウェート・ディナール

102,655千

388千

カタール・リアル

シンガポール・ドル

 なお、上記の他、㈱エクシムの親会社との契約により、同社

により再保証を受けている金融機関が保証を履行した場合

には929百万円を当社が負担することとなっている。

(3）従業員の銀行からの借入金に対し、保証を行って

いる。　　　　　　　　　　　　　 　17百万円

(3）従業員の銀行からの借入金に対し、保証を行って

いる。　　　　　　　　　　　　　 　11百万円

５　債権流動化による遡及義務 4,377百万円 ５　債権流動化による遡及義務 3,281百万円
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（連結損益計算書関係）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――― ※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下額

売上原価 2,012百万円

特別損失 300百万円

※２　引当金の繰入額は次のとおりである。 ※２　引当金の繰入額は次のとおりである。

貸倒引当金  

販売費及び一般管理費 2百万円

退職給付引当金  

製造原価、

販売費及び一般管理費
808百万円

役員退職慰労引当金  

販売費及び一般管理費 14百万円

貸倒引当金  

販売費及び一般管理費 5百万円

退職給付引当金  

製造原価、

販売費及び一般管理費
1,055百万円

役員退職慰労引当金  

販売費及び一般管理費 4百万円

※３　研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は1,456百万円である。

※３　研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は1,200百万円である。

※４　固定資産売却益

　主として社宅用地の売却益である。

※４　固定資産売却益

　主として遊休設備の売却益である。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※５　減損損失

（資産のグルーピングの方法）

　当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎に、主

として製品の品種別を単位として資産をグルーピング

している。また、遊休資産等については、個々の資産単位

で区分している。

※５　減損損失

（資産のグルーピングの方法）

　当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎に、主

として製品の品種別を単位として資産をグルーピング

している。また、遊休資産等については、個々の資産単位

で区分している。

（減損損失の認識に至った経緯）

　当連結会計年度において、事業用資産のうち、製品等の

市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化し、ま

た、事業再編方針により将来の使用見込みがなくなった

資産グループについて、それぞれ帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（929百万円）と

して特別損失に計上している。その内訳は以下の通りで

ある。

（減損損失の認識に至った経緯）

　当連結会計年度において、事業用資産のうち、製品等の

市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化し、ま

た、事業再編方針により将来の使用見込みがなくなった

資産グループについて、それぞれ帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,624百万円）

として特別損失に計上している。その内訳は以下の通り

である。
用　途 種　類 場　所 減損損失の額

電装部品事業用
資産

機械装置、工具器
具備品等

　長野県茅野市
688百万円　

　　　
電装部品事業用
資産

建物、土地等 　福島県西白河郡 209百万円

電装部品事業用
資産

建物 　東京都練馬区 13百万円

その他の事業用
設備

建物、機械装置等 　兵庫県尼崎市 17百万円

用　途 種　類 場　所 減損損失の額
電装部品事業用
資産

建物、工具器具備
品等

 長野県茅野市
144百万円　

　　　
電装部品事業用
資産

機械装置、工具器
具備品等

 福島県西白河郡 26百万円

電装部品事業用
資産

工具器具備品、土
地等

 大分県宇佐市 2,219百万円

電装部品事業用
資産

建物、工具器具備
品等

 中国遼寧省大連市 2,193百万円

先端製品事業用
資産

建物  兵庫県尼崎市 39百万円

※勘定科目毎の減損損失の内訳

工具器具備品　557百万円、建物及び構築物　227百万円、

その他　144百万円

※勘定科目毎の減損損失の内訳

建物及び構築物　299百万円、機械装置及び運搬具　

1,326百万円、工具器具備品　1,433百万円、土地　218百

万円、建設仮勘定　1,250百万円、その他　95百万円

（回収可能価額の算定方法）

　減損損失の測定における回収可能価額は、使用価値を使

用し、将来キャッシュ・フローを５．０％で割り引いて

算定している。

（回収可能価額の算定方法）

　減損損失の測定における回収可能価額は、使用価値を使

用し、将来キャッシュ・フローを５．０％で割り引いて

算定している。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 216,495 － － 216,495

合計 216,495 － － 216,495

自己株式                 

普通株式 197 28 12 214

合計 197 28 12 214

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加28千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少12千株は、売却及び単元未満株式の買増請求による減少である。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 432 2.0平成19年３月31日平成19年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 432利益剰余金 2.0平成20年３月31日平成20年６月30日

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 216,495 － － 216,495

合計 216,495 － － 216,495

自己株式                 

普通株式 214 31 8 236

合計 214 31 8 236

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加31千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少8千株は、売却及び単元未満株式の買増請求による減少である。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 432 2.0平成20年３月31日平成20年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はない。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,053百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △92百万円

現金及び現金同等物 5,961百万円

現金及び預金勘定 6,244百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △57百万円

現金及び現金同等物 6,186百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

602 251 － 351

工具器具備品 887 369 90 427
その他 58 33 － 24

合計 1,548 654 90 803

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

525 273 － 252

工具器具備品 730 390 90 249
その他 45 28 － 17

合計 1,301 692 90 518

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

（注）　　　　　　　　同左

２．未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等

１年内 290百万円

１年超 550百万円

　合計 840百万円

リース資産減損勘定期末残高 36百万円

１年内    220百万円

１年超    311百万円

　合計    532百万円

リース資産減損勘定期末残高   13百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。

（注）　　　　　　　　同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

支払リース料 313百万円

リース資産減損勘定の取崩額 54百万円

減価償却費相当額 258百万円

支払リース料 278百万円

リース資産減損勘定の取崩額 22百万円

減価償却費相当額 255百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 2,470 4,282 1,811 1,934 2,155 220

(2) 債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 2,470 4,282 1,811 1,934 2,155 220

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 218 193 △25 722 577 △145

(2) 債券                         

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 0 0 － 0 0 －

(3）その他 － － － － － －

小計 219 194 △25 723 578 △145

合計 2,689 4,476 1,786 2,658 2,733 75

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

1,891 914 0 25 23 －

３．時価のない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券         

非上場株式 1,137 1,106

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

１年以内
（百万円）

1年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

1年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

① 債券                                 

国債・地方債 － － － － － － － －

社債 － － － － － － － －

その他 0 － － － 0 － － －

②　その他 － － － － － － － －

小計 0 － － － 0 － － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　デリバティブ取引は、通貨スワップ取引、金利スワップ取引及び非鉄金属先渡取引を利用している。

 

(2）取引に対する取組方針

　　　通貨スワップ取引は基本的に外貨建受注残高等実需の範囲内で、金利スワップ取引は借入金の元本の範囲内

で、非鉄金属先渡取引は確定的な売買契約に基づき、それぞれデリバティブ取引を行っており、投機目的で

のデリバティブ取引は行わない方針である。

 

(3）取引の利用目的

　通貨スワップ取引は外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、金利ス

ワップ取引は借入金の金利変動に伴うリスクを回避する目的で、また、非鉄金属先渡取引は非鉄金属たな卸

資産の商品価格変動リスクを回避する目的で実施している。

　なお、金融商品会計基準に基づきヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ取引についてはヘッジ会計を

行っている。

 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象  

金利スワップ取引 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の変動金利

非鉄金属先渡取引 ヘッジ手段…非鉄金属先渡取引

ヘッジ対象…非鉄金属たな卸資産

(4）取引に係るリスクの内容

　利用しているデリバティブ取引は為替相場、金利相場、及び商品相場の変動リスクを有している。なお、デリ

バティブ取引の契約先は信用度の高い国内外の銀行および商社であるため、相手方の契約不履行によるリス

クはほとんど無いと認識している。

 

(5）取引に係るリスク管理体制

　通貨スワップ取引及び金利スワップについては、経理部門が取引高及び内容等を確認し申請を行い、経理部

長が承認するとともに取引の状況に関して定期的に経理担当役員に報告している。非鉄金属先渡取引は、各

部門が非鉄金属先渡取引契約の申請を行っている。経理部門は、それが確定的な売買契約に基づいているこ

とを確認して非鉄金属先渡取引を行っている。

　また、連結子会社において利用するデリバティブ取引のリスク管理については、当社経理部が利用目的の検

証・取引残高及び評価損益の確認を定期的に行っている。

 

２．取引の時価等に関する事項

　当社グループが行っているデリバティブ取引については、いずれもヘッジ会計を適用しているため、注記の対

象から除外している。
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当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引及び非鉄金属先渡取引を利用している。

 

(2）取引に対する取組方針

　為替予約取引は基本的に外貨建受注残高等実需の範囲内で、金利スワップ取引は借入金の元本の範囲内で、

非鉄金属先渡取引は確定的な売買契約に基づき、それぞれデリバティブ取引を行っており、投機目的でのデ

リバティブ取引は行わない方針である。

 

(3）取引の利用目的

　為替予約取引は外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、金利スワッ

プ取引は借入金の金利変動に伴うリスクを回避する目的で、また、非鉄金属先渡取引は非鉄金属たな卸資産

の商品価格変動リスクを回避する目的で実施している。

　なお、金融商品会計基準に基づきヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ取引についてはヘッジ会計を

行っている。

 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象  

為替予約取引 ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

金利スワップ取引 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の変動金利

非鉄金属先渡取引 ヘッジ手段…非鉄金属先渡取引

ヘッジ対象…非鉄金属たな卸資産

(4）取引に係るリスクの内容

　利用しているデリバティブ取引は為替相場、金利相場、及び商品相場の変動リスクを有している。なお、デリ

バティブ取引の契約先は信用度の高い国内外の銀行および商社であるため、相手方の契約不履行によるリス

クはほとんど無いと認識している。

 

(5）取引に係るリスク管理体制

　為替予約取引及び金利スワップについては、経理部門が取引高及び内容等を確認し申請を行い、経理部長が

承認するとともに取引の状況に関して定期的に経理担当役員に報告している。非鉄金属先渡取引は、各部門

が非鉄金属先渡取引契約の申請を行っている。経理部門は、それが確定的な売買契約に基づいていることを

確認して非鉄金属先渡取引を行っている。

　また、連結子会社において利用するデリバティブ取引のリスク管理については、当社経理部が利用目的の検

証・取引残高及び評価損益の確認を定期的に行っている。

 

２．取引の時価等に関する事項

　当社グループが行っているデリバティブ取引については、いずれもヘッジ会計を適用しているため、注記の対

象から除外している。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、基金型確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けている。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債

務の対象とされない割増退職金を支払う場合がある。なお、当社において退職給付信託を設定している。

２．退職給付債務に関する事項

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △21,665 △20,521

ロ．年金資産 14,109 9,402

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △7,556 △11,118

ニ．未認識数理計算上の差異 516 3,127

ホ．未認識過去勤務債務 △306 △169

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △7,346 8,160

（注）　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

３．退職給付費用に関する事項

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

イ．勤務費用　（注） 583 628

ロ．利息費用 506 496

ハ．期待運用収益 △159 △92

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 △33 160

ホ．過去勤務債務の費用処理額 △88 △137

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 808 1,055

ト．早期退職募集による損失 － 942

　　　計 808 1,998

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上している。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率 2.5％ 2.5％

ハ．期待運用収益率 主として0.8％ 主として0.6％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 15年及び17年 15年及び17年

ホ．過去勤務債務の処理年数 5年 5年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （百万円）

貸倒引当金 219

未払賞与 470

投資有価証券評価損 691

退職給付信託設定投資有価証券等 1,405

繰越欠損金 3,583

退職給付引当金 4,981

構造改善損失 120

減価償却超過額 94

減損損失 1,446

未払費用・未払金否認 1,523

未実現利益 647

その他 894

繰延税金資産小計 16,077

評価性引当額 △10,308

繰延税金資産合計 5,768

（繰延税金負債）     

固定資産圧縮積立金 △320

資本連結手続上の土地評価差額 △158

その他有価証券評価差額金 △162

その他 △190

繰延税金負債合計 △832

繰延税金資産の純額 4,936

（繰延税金資産） （百万円）

貸倒引当金 452

未払賞与 316

投資有価証券評価損 1,237

退職給付信託設定投資有価証券等 1,404

繰越欠損金 6,936

退職給付引当金 4,494

構造改善損失 458

減価償却超過額 50

減損損失 3,184

棚卸資産評価損 717

未実現利益 671

その他 930

繰延税金資産小計 20,856

評価性引当額 △19,520

繰延税金資産合計 1,336

（繰延税金負債）     

固定資産圧縮積立金 △320

資本連結手続上の土地評価差額 △148

土地評価差額

その他有価証券評価差額金

△9

△1

その他 △91

繰延税金負債合計 △571

繰延税金資産の純額 765

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.3％

（調整）     

交際費等損金不算入額 7.4％

受取配当金 △5.5％

住民税均等割 5.2％

外国税額 2.3％

税率変更による繰延税金資産増減額　 2.0％　

評価性引当額の増減 △5.5％

その他 △3.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.3％

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載して

いない。

３．法定実効税率の変更

　当連結会計年度から、繰延税金資産及び繰延税金負　債

の計算に使用した法定実効税率は、40.5％から40.3％に

変更している。

　当該法定実効税率の変更に伴い、当連結会計年度の繰延

税金資産の金額は22百万円減少し、当連結会計年度に計

上された法人税等調整額は、23百万円増加している。

３．　　　　　　　――――――――
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
ケーブル
(百万円)

電装・光部
品

(百万円)

機器部品
(百万円)

先端製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．売上高及び営業利益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
53,06039,42914,408 1,353108,251 － 108,251

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

1,491 7 － 2 1,502△1,502 －

計 54,55139,43714,408 1,355109,753△1,502108,251

営業費用 51,81241,88212,676 2,042108,413△1,502106,911

営業利益又は営業

損失（△）
2,738△2,444 1,731 △686 1,339 0 1,340

Ⅱ．資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

                            

資産 47,19534,81012,958 1,66896,63217,150113,782

減価償却費 633 1,157 546 273 2,610 － 2,610

減損損失 17 911 － － 929 － 929

資本的支出 825 1,738 1,798 8 4,371 － 4,371

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性に加え、当社の損益管理区分を

考慮し、ケーブル、電装・光部品、機器部品、先端製品に区分している。

２．事業区分に属する主要製品

事業区分 主要製品名

ケーブル
電力用電線・ケーブル、建設用被覆線、電力工事、電力付属品、光・通信ケーブル、

高周波ケーブル、ネットワーク機器、通信工事

電装・光部品 自動車用ハーネス・部品、光・電子デバイス

機器部品 工業用ゴム・樹脂製品

先端製品 床暖房、ロードヒーティング、ＬＥＤ（発光ダイオード）

３．営業費用は、全て各セグメントへ配賦している。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度17,994百万円であり、その主なも

のは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等である。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれている。

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当社が電力会社等から購入する使用済み

銅屑線の評価基準及び評価方法は、従来、総平均法による低価法によっていたが、当連結会計年度より後入先出

法による低価法に変更した。これにより、当連結会計年度の営業費用は「ケーブル」において46百万円増加し、

営業利益が同額減少している。
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当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
ケーブル
(百万円)

電装・光部
品

(百万円)

機器部品
(百万円)

先端製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．売上高及び営業利益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する

売上高
44,66931,40412,193 1,14489,412 － 89,412

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

1,172 11 － 2 1,186△1,186 －

計 45,84231,41512,193 1,14790,599△1,18689,412

営業費用 45,64936,97811,480 1,20495,313△1,19394,119

営業利益又は営業

損失（△）
192 △5,562 712 △56 △4,713 6 △4,706

Ⅱ．資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

                            

資産 39,80719,84610,771 718 71,14410,54981,693

減価償却費 652 1,164 660 48 2,526 － 2,526

減損損失 － 4,584 － 39 4,624 － 4,624

資本的支出 1,440 876 463 6 2,787 － 2,787

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性に加え、当社の損益管理区分を

考慮し、ケーブル、電装・光部品、機器部品、先端製品に区分している。

２．事業区分に属する主要製品

事業区分 主要製品名

ケーブル
電力用電線・ケーブル、建設用被覆線、電力工事、電力付属品、光・通信ケーブル、

高周波ケーブル、ネットワーク機器、通信工事

電装・光部品 自動車用ハーネス・部品、光・電子デバイス

機器部品 工業用ゴム・樹脂製品

先端製品 床暖房、ロードヒーティング

３．営業費用は、全て各セグメントへ配賦している。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度10,759百万円であり、その主なも

のは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等である。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれている。

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載の通り、通常の販売目的で保有するたな卸

資産については、従来、主として総平均法による原価法によっていたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用している。この変更により、従来

の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業損失は、電装・光部品で1,667百万円、先端製品で0百万円そ

れぞれ増加し、営業利益は、ケーブルで276百万円、機器部品で67百万円それぞれ減少している。
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度(自平成19年４月１日 至平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自平成20年４月１日 至平成

21年３月31日)において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び資産の金額の合計に

占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略している。

【海外売上高】

　前連結会計年度(自平成19年４月１日 至平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自平成20年４月１日 至平成

21年３月31日)において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の兼

任等
事業上の
関係

その他

の関係

会社

三菱マ

テリア

ル㈱

東京都

千代田

区

119,457
総合非鉄

金属

被所有

直接

36.7％

間接

0.2％

兼任１名

（当社役

員１名）

同社製品

を購入し

ている

材料購入

(注１)
9,835

支払手形

及び買掛

金

3,754

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）材料の購入については、市場の実勢価格と購入予定量をベースに、都度価格交渉の上決定している。

(2）子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等
の所有割
合

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等

事業上の
関係

関連会

社

㈱エク

シム

東京都

港区
4,000

電力用電

線・ケー

ブルの製

造販売

直接

40％

兼任２名

（当社役

員１名）

出向１名

転籍１名

相互に製

品を販売

・購入し

ている

材料支給

等及び経

費等の立

替(注１)

9,670

未収入金 1,163
土地・建

物・機械

装置賃貸

料(注２)

170

債務保証

(注３)
1,200 － －

増資の引

受(注４)
1,260 － －

資金の貸

付(注５)
4,100

長期貸付

金
3,200

関連会

社

㈱フジ

クラ・

ダイヤ

ケーブ

ル

東京都

中央区
400

電線・

ケーブル

等の販売

直接

30.0％

兼任２名

（当社役

員１名）

出向１名

転籍１名

同社へ製

品を販売

している

製品販売

(注６)
15,017

受取手形

及び売掛

金

2,562

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）材料支給等及び経費等の立替については、実際発生額を基に決定している。

（注２）土地・建物・機械装置賃貸料については、賃貸資産の維持管理費用を基に決定している。

（注３）運転資金調達のための金融機関からの借入に対し保証している。なお、債務保証の保証料は徴収していない。

（注４）当社が㈱エクシムの行った株主割当増資を１株につき72,651円で引き受けたものである。

（注５）利率、返済条件は市場情勢を勘案して合理的に決定している。

（注６）製品の販売については、市場の実勢価格をベースに、都度価格交渉の上決定している。
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当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

している。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はない。

 

１．関連当事者との取引

　    連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 　（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者との関係
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他

の関係

会社

三菱マ

テリア

ル㈱

東京都

千代田

区

119,457
総合非鉄

金属

被所有

直接

36.7％

間接

0.2％

製品の購入

役員の兼任 

兼任２名（当社役

員２名）

材料購入

(注１)
4,756買掛金 959

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）材料の購入については、市場の実勢価格と購入予定量をベースに、都度価格交渉の上決定している。

 　（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等
の所有割
合

関連当事者との関係
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会

社

㈱エク

シム

東京都

港区
4,000

電力用電

線・ケー

ブルの製

造販売

直接

40％

製品の売買

役員の兼任 

兼任２名（当社役

員１名）

転籍２名

材料支給

等及び経

費等の立

替(注１)

9,109

未収入金 787
土地・建

物・機械

装置賃貸

料(注２)

169

経営運営

費(注３)
212

債務保証

(注４)
1,200 － －

資金の貸

付(注５)
780
長期貸付

金
3,680

関連会

社

㈱フジ

クラ・

ダイヤ

ケーブ

ル

東京都

中央区
400

電線・

ケーブル

等の販売

直接

30.0％

製品の販売

役員の兼任 

兼任３名（当社役

員２名）

転籍１名

製品販売

(注６)
11,605売掛金 1,563

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）材料支給等及び経費等の立替については、実際発生額を基に決定している。

（注２）土地・建物・機械装置賃貸料については、賃貸資産の維持管理費用を基に決定している。

（注３）経営運営費については、当社が㈱エクシムに対して行う経営指導の対価に応じ、毎期交渉の上決定している。

（注４）運転資金調達のための金融機関からの借入に対し保証している。なお、債務保証の保証料は徴収していない。

（注５）利率、返済条件は市場情勢を勘案して合理的に決定している。

（注６）製品の販売については、市場の実勢価格をベースに、都度価格交渉の上決定している。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（1）親会社情報

　該当事項はない。
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　（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　　当連結会計年度において、重要な関連会社は㈱エクシムであり、その要約財務情報は以下の通りである。

 ㈱エクシム
流動資産合計 24,210
固定資産合計 292
 
流動負債合計 21,459
固定負債合計 47
 
純資産合計 2,996
 
売上高 40,131
税引前当期純損失金額 △984
当期純損失金額 △1,133
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 126円17銭

１株当たり当期純利益 2円72銭

１株当たり純資産額    28円80銭

１株当たり当期純損失 81円57銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載していない。

（注１）　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円）

588 △17,640

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）

588 △17,640

期中平均株式数（千株） 216,281 216,268

（重要な後発事象）

　該当事項はない。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はない。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 32,852 33,3451.456 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,544 3,280 2.213 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 41 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,197 11,2912.283
平成22年4月～平

成28年10月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 128 －
平成22年4月～平

成30年6月

その他有利子負債              

営業上の預り保証金 265 249 0.600 －

計 44,859 48,337 － －

（注）１．「平均利率」は期末のものを使用して算定している。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

３．長期借入金及びリース債務の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりである。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,909 4,559 1,195 2,565

リース債務 39 39 25 4

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 24,955 26,870 21,794 15,790

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）（百万

円）

 

△645

 

540

 

△3,517

 

△9,383

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（百万

円）

 

△770

 

420

 

△7,839

 

△9,450

１株当たり四半期純利益金

額又は四半期純損失金額

（△）（円）

 

△3.56

 

1.94

 

△36.25

 

△43.70
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,389 3,534

受取手形 ※1,4
 6,815

※1,4
 3,589

売掛金 ※4
 23,634

※4
 12,976

製品 4,477 －

商品及び製品 － 4,584

仕掛品 5,286 3,483

原材料 ※3
 5,642 －

貯蔵品 568 －

原材料及び貯蔵品 － ※3
 4,976

前渡金 597 657

前払費用 88 42

繰延税金資産 459 621

短期貸付金 ※4
 3,751

※4
 943

未収入金 ※4
 13,141

※4
 4,334

その他 363 360

貸倒引当金 △1,108 △1,250

流動資産合計 66,109 38,855

固定資産

有形固定資産

建物 16,525 17,113

減価償却累計額 △10,784 △11,686

建物（純額） 5,741 5,426

構築物 2,366 2,506

減価償却累計額 △1,720 △1,872

構築物（純額） 645 633

機械及び装置 27,658 27,316

減価償却累計額 △24,111 △23,888

機械及び装置（純額） 3,547 3,427

車両運搬具 254 144

減価償却累計額 △237 △136

車両運搬具（純額） 16 8

工具、器具及び備品 16,111 15,189

減価償却累計額 △15,283 △14,616

工具、器具及び備品（純額） 827 573

土地 7,536 7,983

リース資産 － 78

減価償却累計額 － △9

リース資産（純額） － 68
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

建設仮勘定 1,681 892

有形固定資産合計 ※2
 19,995

※2
 19,014

無形固定資産

施設利用権 48 39

技術使用権 7 5

ソフトウエア 160 105

無形固定資産合計 216 151

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 5,475

※1
 3,737

関係会社株式 4,562 4,035

関係会社出資金 2,579 3,957

従業員長期貸付金 15 14

関係会社長期貸付金 3,948 3,739

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 29 7

繰延税金資産 4,525 206

敷金及び保証金 627 551

その他 89 65

貸倒引当金 △193 △147

投資損失引当金 △417 △326

投資その他の資産合計 21,241 15,841

固定資産合計 41,452 35,006

資産合計 107,561 73,861

負債の部

流動負債

支払手形 ※4
 1,893

※4
 508

買掛金 ※4
 19,463

※4
 8,992

短期借入金 ※1,2
 31,173

※1,2
 32,167

1年内返済予定の長期借入金 ※1,2
 2,199

※1,2
 2,824

リース債務 － 38

未払金 5,535 2,347

未払費用 3,552 2,337

未払法人税等 133 51

未払事業所税 24 25

前受金 128 80

預り材料 ※3
 35

※3
 16

預り金 ※4
 1,892

※4
 1,544

その他 34 275

流動負債合計 66,064 51,209
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

固定負債

長期借入金 ※1,2
 8,314

※1,2
 10,390

リース債務 － 121

長期未払金 2 0

退職給付引当金 6,052 6,834

役員退職慰労引当金 8 8

製品保証損失引当金 125 229

預り保証金 459 427

その他 36 13

固定負債合計 14,999 18,026

負債合計 81,064 69,236

純資産の部

株主資本

資本金 19,278 19,278

資本剰余金

資本準備金 3,190 3,190

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 3,190 3,190

利益剰余金

利益準備金 82 125

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,242 △17,739

利益剰余金合計 2,324 △17,614

自己株式 △24 △26

株主資本合計 24,768 4,827

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,610 73

繰延ヘッジ損益 118 △275

評価・換算差額等合計 1,728 △201

純資産合計 26,497 4,625

負債純資産合計 107,561 73,861
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※1
 97,993

※1
 80,291

売上原価

製品期首たな卸高 4,043 4,477

当期製品製造原価 ※4
 67,075

※4
 58,157

当期製品仕入高 20,693 19,120

他勘定振替高 ※5
 1,750

※5
 2,164

合計 90,061 79,590

製品期末たな卸高 4,477 4,584

製品売上原価 ※2,3
 85,584

※2,3
 75,006

売上総利益 12,409 5,285

販売費及び一般管理費

荷造費及び運送費 1,888 1,785

その他の販売直接費 427 352

給料及び手当 3,604 3,571

退職給付費用 28 422

福利厚生費 833 742

減価償却費 231 315

賃借料 861 867

技術研究費 ※4
 694

※4
 702

業務委託費 397 451

旅費及び交通費 546 －

その他 962 1,065

販売費及び一般管理費合計 10,476 10,278

営業利益又は営業損失（△） 1,932 △4,992

営業外収益

受取利息 150 91

受取配当金 281 285

受取賃貸料 318 322

経営指導料 － 212

その他 169 228

営業外収益合計 ※3
 919

※3
 1,139

営業外費用

支払利息 957 915

たな卸資産処分損 230 －

固定資産処分損 34 －

その他 374 226

営業外費用合計 1,596 1,142

経常利益又は経常損失（△） 1,255 △4,994
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※6
 50

※6
 58

投資有価証券売却益 914 23

投資損失引当金戻入額 352 －

事業譲渡益 564 －

未払費用戻入額 － 40

その他 266 3

特別利益合計 2,147 126

特別損失

減損損失 ※7
 911

※7
 2,430

貸倒引当金繰入額 700 782

関係会社出資金評価損 － 4,871

特別退職金 － 942

投資有価証券評価損 128 46

関係会社株式評価損 41 218

投資損失引当金繰入額 126 4

その他 447 ※2
 880

特別損失合計 2,356 10,177

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,046 △15,046

法人税、住民税及び事業税 79 71

法人税等調整額 174 4,388

法人税等合計 253 4,460

当期純利益又は当期純損失（△） 792 △19,506
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  52,21676.7 43,19475.5
Ⅱ　労務費  5,041 7.4 5,447 9.5
Ⅲ　経費                  
１．減価償却費  1,289     1,104     
２．動力費  572     592     
３．修繕費  353     310     
４．外注加工費  4,153     3,212     
５．その他  4,465     3,391     
当期経費  10,83415.9 8,611 15.0
当期総製造費用  68,091100.0 57,252100.0
他勘定振替高※  1,015     916     
期首仕掛品たな卸高  5,284     5,268     
合計  72,361    61,604    
期末仕掛品たな卸高  5,286     3,447     
当期製品製造原価  67,075    58,157    

（注）１．原価計算の方法は、加工費工程別総合原価計算である。

２．※他勘定振替高の内訳

前事業年度 他社応援高 573百万円、廃却処分・自家使用高 442百万円
当事業年度 他社応援高 354百万円、廃却処分・自家使用高 562百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 19,278 19,278

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,278 19,278

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,190 3,190

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,190 3,190

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 0

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 38 82

当期変動額

利益準備金の積立 43 43

当期変動額合計 43 43

当期末残高 82 125

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,925 2,242

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

利益準備金の積立 △43 △43

当期純利益又は当期純損失（△） 792 △19,506

当期変動額合計 316 △19,982

当期末残高 2,242 △17,739

自己株式

前期末残高 △20 △24

当期変動額

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 △24 △26
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 24,413 24,768

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

当期純利益又は当期純損失（△） 792 △19,506

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 355 △19,941

当期末残高 24,768 4,827

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,297 1,610

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,687 △1,537

当期変動額合計 △2,687 △1,537

当期末残高 1,610 73

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △36 118

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

154 △393

当期変動額合計 154 △393

当期末残高 118 △275

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,260 1,728

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,532 △1,930

当期変動額合計 △2,532 △1,930

当期末残高 1,728 △201

純資産合計

前期末残高 28,674 26,497

当期変動額

剰余金の配当 △432 △432

当期純利益又は当期純損失（△） 792 △19,506

自己株式の取得 △4 △3

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,532 △1,930

当期変動額合計 △2,176 △21,871

当期末残高 26,497 4,625
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【重要な会計方針】
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価

法

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定している）

その他有価証券

時価のあるもの…………同左

時価のないもの…………移動平均法による原価法 時価のないもの…………同左

２．デリバティブの評価基準

　時価法

２．デリバティブの評価基準

同左

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び仕掛品の一部…総平均法による低価法

貯蔵品の一部…後入先出法による低価法

その他のたな卸資産………総平均法による原価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。 

評価方法は総平均法によっている。但し、貯蔵品の一部

は後入先出法によっている。 

（会計方針の変更）

銅屑線の評価方法の変更

　 　電力会社等から購入する使用済み銅屑線の評価基準及び

評価方法は、従来、原材料勘定において総平均法による

低価法によっていたが、当事業年度より貯蔵品勘定へ

振替えるとともに後入先出法による低価法に変更し

た。この変更は、最近銅地金価格が高騰している中、当

該銅屑線の売却価格と売却原価を可能な限り同一価格

水準で対応させることにより期間損益をより適切に反

映させるために行ったものである。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益は46百万円減

少している。

 

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　建物及び構築物は定額法、その他は定率法によってい

る。

　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物及び構築物　　　３年～47年

機械装置及び運搬具　２年～15年

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　同左

 

 

 

 

（追加情報）

　平成20年度の税制改正により、機械装置を中心に耐用

年数の見直しが行われているが、従来より適用してい

る耐用年数が当該資産の使用実態を適切に反映してい

るため、改正前の耐用年数を使用している。 

無形固定資産

　定額法によっている。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法。

無形固定資産

同左

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 82/112



前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

───────── リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。 

５．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。

５．引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。

　なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年

及び17年）による定額法により翌事業年度から費用処

理している。また、過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5年)による

定額法により費用処理している。

退職給付引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

事業年度末要支給額を計上している。

役員退職慰労引当金

同左

投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社

の財政状態を個別に勘案し損失負担見込額を計上して

いる。

投資損失引当金

同左

製品保証損失引当金

　顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係わ

る費用に備えるため、今後発生が見込まれる保証損失

費などについて合理的に見積もられる金額を計上して

いる。

製品保証損失引当金

同左

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

――――――――
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。また、金利スワップ

については、特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用している。なお、為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務については振当処理を採用してい

る。

６．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　同左

②　ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

　外貨建金銭債権債務の将来の為替レートの変動リス

クを回避するため、実需の範囲内で為替予約取引を

行っている。また、借入金の金利変動に伴うリスクを回

避するため、金利スワップ取引を行っている。また、非

鉄金属たな卸資産の商品価格変動リスクを回避するた

め、商品先渡取引を行っている。

②　ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

　同左　

③　ヘッジ有効性評価の方法

非鉄金属先渡取引に関しては、ヘッジ対象物とヘッ

ジ取引の取引量が一致するように管理し、ヘッジ開始

時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ対

象物の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段のそれとを比較して、有効性の評価をし

ている。

なお、為替予約取引及び金利スワップについては、

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引毎の

ヘッジ効果を検証している。ただし、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する元本、利率、通貨、期間、期日等の重要な

条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことか

ら、ヘッジの有効性の評価は省略している。

③　ヘッジ有効性評価の方法

  同左 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

同左

【会計処理方法の変更】
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――― （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

主として総平均法による原価法によっていたが、当事業年

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第9号平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してい

る。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業損

失は1,931百万円増加し、経常損失は1,729百万円増加し、税

引前当期純損失が2,019百万円増加している。

（リース取引に関する会計基準等の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成6年1月18日（日本公認会計士協会会計制度委員

会）、平成19年3月30日改正））が適用されたことに伴い、

当該事業年度からこれらの会計基準等を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微である。 
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（損益計算書）

　販売費及び一般管理費の「旅費交通費」は、前事業年度

までは「その他」に含めて表示していたが、当事業年度に

おいて販売費及び一般管理費の総額の100分の5を超えた

ため、区分掲記することとした。

　なお、前事業年度において販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含まれている「旅費交通費」の金額は560百万円

である。

　営業外収益の「納入代行手数料」は、前事業年度までは

区分掲記していたが、当事業年度において営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することとした。

　なお、当事業年度において営業外収益の「その他」に含

まれている「納入代行手数料」の金額は42百万円である。

（貸借対照表） 

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日 内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「製品」「原材料」「貯蔵品」として掲記されていたも

のは、当該事業年度から「商品及び製品」「原材料及び貯

蔵品」に区分掲記している。

　なお、前事業年度の「製品」に含まれる「商品及び製

品」と「原材料」「貯蔵品」に含まれる「原材料及び貯

蔵品」は、それぞれ4,477百万円、6,211百万円である。 

 （損益計算書）

　販売費及び一般管理費の「旅費及び交通費」は、前事業

年度までは区分掲記していたが、当事業年度において販売

費及び一般管理費の総額の100分の5以下となったため、販

売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示すること

とした。

　なお、当事業年度において販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含まれている「旅費及び交通費」の金額は470百

万円である。

　営業外収益の「経営指導料」は、前事業年度までは「そ

の他」に含めて表示していたが、当事業年度において営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記するこ

ととした。

　なお、前事業年度において営業外収益の「その他」に含

まれている「経営指導料」の金額は20百万円である。

　営業外費用の「固定資産処分損」は、前事業年度までは

区分掲記していたが、当事業年度において重要性が乏しい

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示することとし

た。

　なお、当事業年度において営業外費用の「その他」に含

まれている「固定資産処分損」の金額は30百万円である。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）
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前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１ 　受取手形のうち2,208百万円及び投資有価証券の

うち3,396百万円は、長期借入金6,844百万円、短期

借入金（長期借入金のうち１年以内返済予定額を

含む）17,777百万円の担保に供している。

※１ 　受取手形のうち2,105百万円及び投資有価証券の

うち2,292百万円は、長期借入金10,194百万円、短期

借入金（長期借入金のうち１年以内返済予定額を

含む）16,567百万円の担保に供している。

※２ ①　このうち土地1,725百万円、建物509百万円及び

工場財団の固定資産により、長期借入金5,444百

万円、短期借入金（長期借入金のうち１年以内返

済予定額を含む）18,752百万円の担保に供して

いる。なお、工場財団担保に供している資産の種

類及び簿価は次のとおりである。

※２ ①　このうち土地1,507百万円、建物393百万円及び

工場財団の固定資産により、長期借入金9,794百

万円、短期借入金（長期借入金のうち１年以内返

済予定額を含む）17,067百万円の担保に供して

いる。なお、工場財団担保に供している資産の種

類及び簿価は次のとおりである。

  工場財団（百万円）
 土地 5,778
 建物 4,848
 構築物 504
 機械及び装置 3,157
 工具、器具及び備品 494
 

  工場財団（百万円）
 土地 6,445
 建物 4,726
 構築物 521
 機械及び装置 3,084
 工具、器具及び備品 453
 

※３ 　得意先より委託された加工材料であって、たな卸

資産に同金額の見返りがある。

※３ 同左

※４ 関係会社に係る注記 ※４ 関係会社に係る注記

 　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

 　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

 受取手形 2,536百万円

売掛金 6,750百万円

短期貸付金 3,751百万円

未収入金 8,378百万円

支払手形及び買掛金 8,738百万円

預り金 1,436百万円

 受取手形     1,311百万円

売掛金     3,756百万円

短期貸付金      943百万円

未収入金     2,672百万円

支払手形及び買掛金     3,798百万円

預り金     1,138百万円

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

注１ 偶発債務

１．下記の会社の債務に対して債務保証を行って

いる。

注１ 偶発債務

１．下記の会社の債務に対して債務保証を行って

いる。

 （被保証者） （種類） （金額）

  百万円

花伊電線㈱ 銀行借入 34

P.T.DIA ELECTRO

CIRCUIT SYSTEMS

INDONESIA

銀行借入

※　75

㈱アザミ精工 銀行借入 213

菱星テクノパーツ㈱ 銀行借入 74

㈱エクシム  1,200

 合計 1,596

 （被保証者） （種類） （金額）

  百万円

花伊電線㈱ 銀行借入 21

P.T.DIA ELECTRO

CIRCUIT SYSTEMS

INDONESIA

銀行借入

※　54

㈱アザミ精工 銀行借入 213

菱星テクノパーツ㈱ 銀行借入 98

㈱エクシム  1,200

 合計 1,586

 ※外貨建保証債務（750千US$）である。  ※外貨建保証債務（550千US$）である。

 ２．㈱エクシムが受注している工事請負契約等に

対して金融機関が発行する契約履行保証状等に

関し、4,326百万円（内、実質保証額1,730百万

円）の保証を行っている。

　当該保証債務の中には以下の外貨建保証債務が

含まれている。

 ２．㈱エクシムが受注している工事請負契約等に

対して金融機関が発行する契約履行保証状等に

関し、4,563百万円（内、実質保証額1,825百万

円）の保証を行っている。

　当該保証債務の中には以下の外貨建保証債務が

含まれている。
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前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

 27,899千ＵＡＥディルハム

8,425千ＵＳドル

30,643千タイ・バーツ

63千クウェート・ディナール

78,533千カタール・リアル

　なお、上記の他、㈱エクシムの親会社との契約に

より、同社により再保証を受けている金融機関が

保証を履行した場合には、1,085百万円を当社が負

担することとなっている。

 20,859千ＵＡＥディルハム

7,030千ＵＳドル

30,643千タイ・バーツ

51千クウェート・ディナール

102,655千カタール・リアル

388千シンガポールドル

　なお、上記の他、㈱エクシムの親会社との契約に

より、同社により再保証を受けている金融機関が

保証を履行した場合には、929百万円を当社が負担

することとなっている。

 ３．従業員の銀行からの借入金に対し、債務保証を

行っている。

 ３．従業員の銀行からの借入金に対し、債務保証を

行っている。

 17百万円   11百万円

注２ 債権流動化による遡及義務 注２ 債権流動化による遡及義務

 5,260百万円      3,992百万円
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（損益計算書関係）
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１ ①　関係会社に対する売上高は、30,179百万円であ

る。

※１ ①　関係会社に対する売上高は、21,817百万円であ

る。

※２ ①　切り放し方式による低価法を採用しており、売

上原価に含めている棚卸資産の評価損は、3百万

円である。

※２ ①　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 1,729百万円

特別損失 290百万円

※３ ①　関係会社からの仕入高（製品購入高、材料費

等）は、41,198百万円である。

※３ ①　関係会社からの仕入高（製品購入高、材料費

等）は、31,684百万円である。

 ②　営業外収益のうち関係会社との取引は下記のと

おりである。

 ②　営業外収益のうち関係会社との取引は下記のと

おりである。

 受取配当金 140百万円

受取利息 145百万円

その他 165百万円

 受取配当金    190百万円

受取利息    77百万円

その他    563百万円

※４ 研究開発費の総額

　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費は、1,102百万円である。

※４ 研究開発費の総額

　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費は、1,159百万円である。

※５ 　他勘定振替高の内訳は社内使用1,593百万円、廃材

処分他156百万円である。

※５ 　他勘定振替高の内訳は社内使用174百万円、廃材処

分他1,990百万円である。

※６ 　固定資産売却益

主として社宅用地の売却益である。

※６ 　固定資産売却益

主として遊休設備の売却益である。

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※７ 減損損失

（資産のグルーピングの方法）

 当社は、事業の種類別セグメントを基礎に、主と

して製品の品種別を単位として資産をグルーピン

グしている。また、遊休資産等については、個々の資

産単位で区分している。

※７ 減損損失

（資産のグルーピングの方法）

 当社は、事業の種類別セグメントを基礎に、主と

して製品の品種別を単位として資産をグルーピン

グしている。また、遊休資産等については、個々の資

産単位で区分している。

 （減損損失の認識に至った経緯）

当事業年度において、事業用資産のうち、製品等

の市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化

し、また、事業再編方針により将来の使用見込みが

なくなった資産グループについて、それぞれ帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（911百万円）として特別損失に計上している。

 （減損損失の認識に至った経緯）

当事業年度において、事業用資産のうち、製品等

の市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化

し、また、事業再編方針により将来の使用見込みが

なくなった資産グループについて、それぞれ帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（2,430百万円）として特別損失に計上してい

る。

 用途 種類　 場所　
減損損失の
額　

　電装部品事
業用資産

　機械装置、工
具器具備品等

長野県茅野
市　

688百万円　

　電装部品事
業用資産

建物、土地等　
福島県西白
河郡　

209百万円　

電装部品事
業用資産　

建物　
東京都練馬
区　

13百万円　

 用途 種類　 場所　
減損損失の
額　

　電装部品事
業用資産

　建物、工具器
具備品等

長野県茅野
市　

  144百万円
　

　電装部品事
業用資産

　機械装置、工
具器具備品等

福島県西白
河郡　

  26百万円　

　電装部品事
業用資産

　工具器具備
品、土地等

大分県宇佐
市　

2,219百万円
　

　先端製品事
業用資産　

建物　
兵庫県尼崎
市　

  39百万円　

 ※勘定科目毎の減損損失の内訳

　　工具器具備品　557百万円、建物　199百万円、その他

　154百万円

 ※勘定科目毎の減損損失の内訳

　　建物　225百万円、機械装置　211百万円、工具器具備

品　406百万円、土地　218百万円、建設仮勘定　

1,250百万円、その他　118百万円

 （回収可能価額の算定方法）

　減損損失の測定における回収可能価額は、使用価

値を使用し、将来キャッシュ・フローを5.0%で割り

引いて算定している。

 （回収可能価額の算定方法）

　減損損失の測定における回収可能価額は、使用価

値を使用し、将来キャッシュ・フローを5.0%で割り

引いて算定している。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

自己株式                 

普通株式 153 28 2 179

合計 153 28 2 179

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加28千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少2千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

自己株式                 

普通株式 179 31 8 202

合計 179 31 8 202

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加31千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少8千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

 92/112



（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械装置 270 105 ― 164
車両及び運搬
具

25 13 ― 11

工具、器具及
び備品

862 354 90 417

その他 19 14 ― 5
合計 1,178 488 90 598

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械装置 270 156     ― 114
車両及び運搬
具

17 9 － 7

工具、器具及
び備品

704 447 90 166

その他 11 8     ― 3
合計 1,003 621 90 292

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

（注）　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等

１年内 233百万円

１年超 401百万円

合計 635百万円

リース資産減損勘定期末残高 36百万円

１年内    178百万円

１年超    203百万円

合計    382百万円

リース資産減損勘定期末残高   13百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。

（注）　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

支払リース料 251百万円

リース資産減損勘定の取崩額 54百万円

減価償却費相当額 197百万円

支払リース料    219百万円

リース資産減損勘定の取崩額   22百万円

減価償却費相当額    197百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （百万円）

未払賞与 316

貸倒引当金 491

投資有価証券評価損 689

関係会社株式評価損 1,497

退職給付信託設定投資有価証券等 1,405

繰越欠損金 1,399

退職給付引当金 4,481

未払費用・未払金否認 1,523

投資損失引当金 168

減損損失 1,430

その他 655

繰延税金資産小計 14,059

　評価性引当額 △8,833

繰延税金資産合計 5,226

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 △159

その他 △82

繰延税金負債合計 △242

繰延税金資産の純額 4,984

（繰延税金資産） （百万円）

未払賞与 189

貸倒引当金 815

投資有価証券評価損 1,229

関係会社株式評価損 1,615

子会社出資金評価損 1,964

退職給付信託設定投資有価証券等 1,404

繰越欠損金 5,440

退職給付引当金 3,976

投資損失引当金 131

減損損失 2,274

棚卸資産評価損 711

デリバティブ 110

構造改革費用 458

その他 482

繰延税金資産小計 20,805

　評価性引当額 △19,965

繰延税金資産合計 839

（繰延税金負債）     

未収事業税 △1

その他 △9

繰延税金負債合計 △11

繰延税金資産の純額 828

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.3％

（調整）     

交際費等損金不算入額 7.1％

受取配当金 △ 5.9％

住民税均等割 5.1％

外国税額 2.5％

税率変更による繰延税金資産減額　 2.2％　

評価性引当額の増減 △ 20.1％

合併に伴う抱合せ株式消却益 △ 2.7％

その他 △ 4.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.3％

　税引前当期純損失を計上しているため、記載していな

い。

３．法定実効税率の変更

　当事業年度から、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用した法定実効税率は、40.5％から40.3％に変更し

ている。

  当該法定実効税率の変更に伴い、当事業年度の繰延税

金資産の金額は22百万円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額は、23百万円増加している。

３．　　　　　　　　──────────
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（当社による菱星エム・シー・伊丹㈱及び菱星ケーブルアンドワイヤー㈱の吸収合併）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

 

　①名称

 

　三菱電線工業㈱（当社）、菱星エム・シー・伊丹㈱

及び菱星ケーブルアンドワイヤー㈱　

　②事業の内容

 

 

　（当社）

電線・ケーブル、自動車用部品、ゴム・樹脂製品等の製造・販売

 
（菱星エム・シー・伊丹㈱）

光ケーブル、光部品、原子力用製品、高周波ケーブル等の加工受託

 
（菱星ケーブルアンドワイヤー㈱）

　建設用電線、信号ケーブル、トロリー線等の加工受託

　

(2）企業結合の法的形式

　当社を存続会社とし、菱星エム・シー・伊丹㈱及び菱星ケーブルアンドワイヤー㈱を消滅会社とする吸

収合併

(3）結合後企業の名称

　名称に変更はない。

(4）取引の目的を含む取引の概要

　菱星エム・シー・伊丹㈱及び菱星ケーブルアンドワイヤー㈱は、平成15年１月に実施した第一次事業構

造改革において、情報通信及び電線事業の収益構造改革を目的として、当社より通信用・電力用の電線・

ケーブル製造部門事業を譲受け、当該事業を運営してきたが、その後現在に至り、当該事業について一定の

利益を確保するなど、その役割を果たしてきた。

　これら子会社の事業の収益力が定着した一方で、事業構造改革の結果として生じた本体子会社間の重複

的業務体制を整理統合することで、更なる連結経営の効率化を図ること等を目的として、平成19年７月１

日付でそれぞれ吸収合併をしている。

２．実施した会計処理の概要

　本件吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11

月15日）に基づき、共通支配下の取引として、会計処理を行っている。
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当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（当社による菱星非鉄センター㈱の吸収合併）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

 

①名称

 

　三菱電線工業㈱（当社）、菱星非鉄センター㈱

　

②事業の内容

 

 

　（当社）

電線・ケーブル、自動車用部品、ゴム・樹脂製品等の製造・販売

 

（菱星非鉄センター㈱）

電線・ケーブル等の保管・加工・配送、倉庫業

 

 

(2）企業結合の法的形式

　当社を存続会社とし、菱星非鉄センター㈱を消滅会社とする吸収合併

(3）結合後企業の名称

　名称に変更はない。

(4）取引の目的を含む取引の概要

　菱星非鉄センター㈱は、東日本地区で当社グループにおける電線・ケーブル等の保管・加工・配送機能

を担う当社 100％出資の連結子会社であるが、今後の流通機能の整備促進とグループ経営の一層の効率化

を図る目的で、平成20年４月１日を合併効力発効日として当社に吸収合併をしている。

　

２．実施した会計処理の概要

　本件吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11

月15日）に基づき、共通支配下の取引として、会計処理を行っている。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 122円49銭

１株当たり当期純利益 3円66銭

１株当たり純資産額    21円39銭

１株当たり当期純損失  90円18銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

（注１）　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益又は当期純損失　　　　　　　（△）

（百万円）

792 △19,506

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）

792 △19,506

期中平均株式数（千株） 216,495 216,495

（重要な後発事象）

　該当事項はない。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
3,223,520 1,534

㈱懇話会館        1,000,000 253

小名浜製錬㈱ 500,000 250

京成電鉄㈱ 295,000 145

㈱きんでん 161,000 128

三菱自動車工業㈱ 1,000,000 125

京阪電気鉄道㈱ 279,037 111

東海旅客鉄道㈱ 200 110

昭和電線ホールディングス㈱ 1,710,000 104

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 775 103

その他（66銘柄） 2,066,704 870

計 10,236,236 3,737
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産                             

建物 16,525 881
294

(225)
17,113 11,686 346 5,426

構築物 2,366 181
42

(19)
2,506 1,872 60 633

機械及び装置 27,658 1,017
1,359

(211)
27,316 23,888 639 3,427

車両運搬具 254 5
114

(2)
144 136 3 8

工具、器具及び備品 16,111 523
1,445

(406)
15,189 14,616 304 573

土地 7,536 666
218

(218)
7,983     ―     ― 7,983

リース資産     ― 81
3

(3)
78 9 9 68

建設仮勘定 1,681 2,387
3,176

(1,250)
892    　―     ― 892

有形固定資産計 72,133 5,745
6,654

(2,338)
71,224 52,210 1,364 19,014

無形固定資産                             

施設利用権 78 0
9

(4)
69 29 2 39

技術使用権 22     ―     ― 22 16 1 5

ソフトウェア 246 80
88

(88)
238 133 46 105

無形固定資産計 347 80
98

(92)
329 178 49 151

長期前払費用 151 9 114 46 39 33 7

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額である。

２．当期増加額の主な内容

　機械及び装置 　尼崎製作所　ファイバーバンドル設備 117百万円　

　 　箕島製作所　ＣＭＰライン真空プレス（１０台）他 146百万円　

３．当期減少額の主な内容

　建設仮勘定 　ＣＭＰ第三期工事 162百万円　

　 　医療用レーザーガイドアセンブリ 108百万円　

　 　レーザプロジェクションTV用ファイバーバンドル生産設備 133百万円　

４．当期増加額には、菱星非鉄センター株式会社との合併による増加が次のとおり含まれている。

　建物 　717百万円

　構築物   166百万円

　機械及び装置   276百万円

　車両運搬具 　　4百万円

　工具、器具及び備品    42百万円

　土地 　666百万円

　施設利用権 　　0百万円

５．長期前払費用については均等償却を採用している。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金※１ 1,302 867 689 82 1,398

投資損失引当金 417 4 95 － 326

役員退職慰労引当金 8 － － － 8

製品保証損失引当金 125 104 0 － 229

（注）※１．貸倒引当金の当期減少額（その他）82百万円は関係会社の清算に伴う目的使用後の残高を取崩したもの

である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 4

預金の種類     

当座預金 57

普通預金 20

通知預金 3,450

別段預金 1

小　　　　　　　 計 3,529

合　　　　　　　 計 3,534

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

菱星尼崎電線㈱ 486

サンデン商事㈱ 383

丸吉電機㈱ 382

㈱野村商店 310

三新電線㈱ 231

その他 1,795

合　　　　　　　 計 3,589

(ロ）期日別内訳
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期日別 金額（百万円）

平成21年４月 1,100

〃　 ５月 364

〃　 ６月 1,074

〃　 ７月 658

〃　 ８月以降 391

合　　　　　　　 計 3,589

③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱フジクラ・ダイヤケーブル 1,563

三菱電機㈱ 1,527

三菱重工業㈱ 886

三菱電線工業販売㈱ 763

花伊電線㈱ 751

その他 7,483

合　　　　　　　 計 12,976

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

滞留期間 １カ月以内 ２カ月以内 ３カ月以上 計

金額（百万円） 4,643 3,312 5,020 12,976

④　商品及び製品

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

ケーブル 331 裸線 13

被覆線 1,009 その他 278

特品 1,027      

電装品 1,923 計 4,584

⑤　原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

銅 115 繊維類 12

その他金属 73 鉛 0

ゴム及び合成樹脂 59 貯蔵品 533

アルミニウム 0 その他 44

電装品 4,136 計 4,976

⑥　仕掛品
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区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

銅 889 電装品 1,150

その他金属 64 その他材料 989

ゴム及び合成樹脂 72 加工費 312

アルミニウム 5 計 3,484

⑦　未収入金

相手先 金額（百万円）

㈱エクシム 787

大連菱星汽車配件有限公司 654

三菱ＵＦＪリース㈱ 568

P.T.DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA
488

㈲フロンティア・ファンディング・コー

ポレーション
294

その他 1,542

合　　　　　　　 計 4,334

⑧　関係会社株式 

    銘柄 金額（百万円） 

子会社株式 

P.T.DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA

　　
                           959

菱星尼崎電線㈱  　　　　　　　　　 　　　 400

MCI&TSH CO.,LTD.                   　       318

菱星運輸㈱                            118

菱星電設㈱                       　   100

その他（21社）                            348

 計                          2,246

関連会社株式 

㈱エクシム                          1,600 

日本ラインツ㈱                     　      88

P.T.MCI PRIMA GASKET                             27

大昌通信建設㈱                             24

倉茂電工㈱                             18

その他（6社）                   　        29 

 計                          1,789

合　　　　　　　 　 計                          4,035

 

⑨　関係会社出資金 

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

103/112



    相手先 金額（百万円） 

子会社出資金

大連菱星汽車配件有限公司  　　　　　　　　　 　 　3,859

上海菱秀商貿有限公司  　　   　　　　　　　　　 　4

 計  　　　　　　　 　　 　　3,863

関連会社出資金
大連名興工業有限公司         　                  93 

 計                　           93

合　　　　　　　　　計                          3,957

 

⑩　関係会社長期貸付金 

貸付先 金額（百万円）

㈱エクシム                                     3,680

大石田電装工業㈱                                        59

合　　　　　　　 計                                     3,739

 

⑪　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

花伊電線㈱ 86

三友電装㈱ 74

坂東電線㈱ 39

杉田電線㈱ 39

菱星工業㈱ 35

その他 233

合　　　　　　　 計 508

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 268

〃　 ５月 133

〃　 ６月 67

〃　 ７月 38

合　　　　　　　 計 508

⑫　買掛金
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相手先 金額（百万円）

三菱商事㈱ 1,475

三菱マテリアル㈱ 959

大連菱星汽車配件有限公司 847

㈱フジクラ・ダイヤケーブル 508

日本軽金属㈱ 327

その他 4,873

合　　　　　　　 計 8,992

⑬　短期借入金

借入先 金額（百万円）

短期借入金     

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 8,604

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 6,163

㈱八十二銀行 2,700

㈱三井住友銀行 2,300

㈱みずほコーポレート銀行 1,800

農林中央金庫 1,100

その他 9,500

合　　　　　　　 計 32,167

⑭　長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 4,291

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,939

㈱三井住友銀行 1,400

明治安田生命保険相互会社 1,100

住友信託銀行㈱ 600

その他 1,060

合　　　　　　　 計 10,390

⑮　退職給付引当金

相手先 金額（百万円）

退職給付債務 18,663

未認識過去勤務債務 156

未認識数理計算上の差異 △2,860

年金資産 △9,124

合　　　　　　　 計 6,834

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　　　　──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.mitsubishi-cable.co.jp/koukoku/

株主に対する特典 なし

（注）１．単元未満株式の買増しに関する事務の概要は次のとおりである。

取扱場所 （特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 （特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ─

買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

２．当社定款の定めにより、株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4)株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式

を売り渡すことを請求する権利

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

106/112



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書およびその添付書類

　事業年度（第146期）（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）平成20年６月27日関東財務局長に提出

(2）四半期報告書および確認書

　（第147期第１四半期）（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）平成20年８月13日関東財務局長に提出

　（第147期第２四半期）（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）平成20年11月13日関東財務局長に提出

　（第147期第３四半期）（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）平成21年２月12日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書の訂正報告書および確認書

　平成21年３月６日関東財務局長に提出

　（第147期第３四半期）（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書およ　

　びその確認書である。

 

(4) 臨時報告書

　平成21年５月22日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響

　

　を与える事象が発生）に基づく臨時報告書である。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はない。

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

108/112



独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２７日

三菱電線工業株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上坂　善章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱電線工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱電線

工業株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）③に記載されているとおり、会社は銅屑線の評価方法を

変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年６月２６日

三菱電線工業株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上坂　善章　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる三菱電線工業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱電線
工業株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
追記情報
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より棚卸資
産の評価に関する会計基準を適用した。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三菱電線工業株式会社の平成２１
年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告
書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、三菱電線工業株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上
記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表及び内部
統制報告書に添付する形で別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。

EDINET提出書類

三菱電線工業株式会社(E01335)

有価証券報告書

110/112



独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２７日

三菱電線工業株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上坂　善章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱電線工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１４６期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱電線工業

株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

　「重要な会計方針」３．に記載されているとおり、会社は銅屑線の評価方法を変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年６月２６日

三菱電線工業株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　宏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 上坂　善章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱電線工業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第１４７期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱電線工業

株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

追記情報 

　「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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